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岡村和久立命館大学教授の講演に熱心に耳を傾ける静岡県地方自治研究所の総会参加者 
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基調講演は、『「自治体消滅論」「地方創生」にどう対抗・対応するか』と題して、平岡和久

氏（立命館大学教授）が行いました。 

 平岡氏は、１年前に増田元総務大臣が出したいわ

ゆる「増田レポート」についてふれ、「このまま人口

が減り続ければ、２０４０年には全国の半分の自治

体が消滅の危機に瀕する」「若年女性人口が２０４０    

年に５割以上減少する８９６自治体について、将来

的に消滅する恐れが高い」などとして、自治体リス

トを推計値入りで公表したが、これは全く意味不明、

根拠のないもので、安倍首相は、「地方創生」という

もともとは選挙向けの政策として打ち出したもので    

す。 

そのショック効果を利用しながら、トップダウンと財政誘導により、拠点都市への自治体機

能の集約化を中心に自治体再編を進め、農山漁村に対する「安上がり」の行政をめざすもので

あり、「どんなに人口が減っても自治体が消滅することは有り得ません」と厳しく批判しまし

た。何よりも再度の市町村合併や現在の自治をこわす道州制への地ならしを進めることにその

ねらいがあると、地方創生先行型交付金における中央統制のねらいをあきらかにしました。 

「まち・ひと・しごと」でいえば、「集約化・出生率・雇用政策」というものになり、集約化 

では「農村をたたむ」「小さな拠点」で後者について手放しで評価できないが、使える面はあ

るとして戦略を話されました。 

そして、各自治体は「集約化」誘導への対応と住民自治、集落、コミュニティ自治の力が問 

われることになると、「地方創生」や「骨太方針」の施策を検証しながら、具体的なある山村

地域の例をひきながら対抗・対応について話されました。（パワーポイントは資料参照） 

 

 第２部として総会を行い、川瀬憲子副理事長が挨拶したあ

と、２０１４年度活動報告（案）、２０１４年度決算報告

（案）、２０１５年度活動方針（案）、２０１５年度予算（案）

が一括して小泉事務局長より提案があり、会計監査報告が

木村監事から報告され、差し替えを含め補足報告が岡村理

事から報告がありました。 

 発言では、活動方針について「指定管理制度」について

自治労連として活動をすすめており、地方自治研究所とし

ても位置付けてほしい、平岡講演でも話された公立病院の   

新ガイドラインに沿った統廃合など地域医療の問題としても

重要であり対応が報告され、今地域の具体的なあらわれを注目し

ていくことが重要である、静岡県のなかで人口問題など地域の課

題が多様にかたちであらわれていることを重視していくことが求

められる、修正補強の意見もふくめ、活発な意見が出され「活動

方針」を補強することを確認し、さいごに拍手で確認されました。 

 地方自治研究所の新理事３名をふくめ新しい役員体制も確認さ

れました。 

 

 

講演を行う岡村和久氏 

総会で挨拶する川瀬副理事長 

総会に議案提案を行う小泉事務局長 
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「
地

方
消

滅
論

」
「
地

方
創

生
」

に
ど

う
対

抗
・
対

応
す

る
か

平
岡

和
久

（
立

命
館

大
学

）

静
岡

県
地

方
自

治
研

究
所

総
会

20
15

年
７

月
5日

本
講

演
の

目
次

１
．

「
自

治
体

消
滅

論
」
の

ね
ら

い
と

虚
構

２
．

「
地

方
創

生
」
の

ね
ら

い
と

展
開

３
．

20
15

年
度

予
算

と
「
地

方
創

生
」

４
．

「
集

約
化

」
政

策
の

展
開

５
．

「
骨

太
方

針
20

15
」
、

「
地

方
創

生
基

本
方

針
20

15
」
の

動
向

６
．

「
地

方
創

生
」
に

ど
う

対
抗

、
対

応
す

る
か

１
．

「
自

治
体

消
滅

論
」
の

ね
ら

い
と

虚
構

増
田

レ
ポ

ー
ト

と
「
自

治
体

消
滅

論
」

•2
01

4年
5月

に
発

表
さ

れ
た

日
本

創
成

会
議

「
ス

ト
ッ

プ
少

子
化

・
地

方
元

気
戦

略
」
（
以

下
、

増
田

レ
ポ

ー
ト

）
は

、
若

年
女

性
人

口
が

20
40

年
に

5割
以

上
減

少
す

る
89

6自
治

体
、

う
ち

人
口

1万
人

未
満

が
52

3自
治

体
に

つ
い

て
、

将
来

的
に

消
滅

す
る

お
そ

れ
が

高
い

と
し

て
、

自
治

体
リ

ス
ト

を
推

計
値

入
り

で
公

表

•「
若

者
に

魅
力

の
あ

る
地

方
拠

点
都

市
」
を

中
核

と
し

た
「
新

た
な

集
積

構
造

」
の

構
築

し
、

選
択

と
集

中
の

考
え

方
の

も
と

で
投

資
と

施
策

を
集

中
す

る
こ

と
を

提
言

•消
滅

可
能

性
自

治
体

リ
ス

ト
の

公
表

は
急

速
に

波
紋

を
広

げ
、

各
地

の
地

方
紙

で
報

道
さ

れ
る

と
と

も
に

、
6月

議
会

で
も

各
自

治
体

で
質

問
が

相
次

ぐ
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増
田

レ
ポ

ー
ト

の
ね

ら
い

①
人

口
減

少
社

会
の

問
題

を
「
自

治
体

消
滅

」
論

に
す

り
替

え
、

地
方

の
危

機
感

を
あ

お
る

と
と

も
に

、
地

方
の

衰
退

原
因

を
地

方
活

性
化

の
努

力
の

問
題

に
す

り
替

え
る

と
い

う
二

重
の

す
り

替
え

②
都

市
、

特
に

大
都

市
圏

に
お

け
る

貧
困

と
格

差
拡

大
、

子
育

て
・
介

護
問

題
に

か
か

わ
る

人
口

問
題

を
「
地

方
の

課
題

」
に

転
化

す
る

こ
と

③
大

都
市

圏
中

心
の

成
長

路
線

の
な

か
で

「
取

り
残

さ
れ

た
」
地

方
に

「
光

」
を

あ
て

た
予

算
へ

の
「
期

待
」
を

演
出

す
る

こ
と

に
よ

り
、

統
一

地
方

選
挙

を
乗

り
切

る
こ

と

④
「
消

滅
可

能
性

都
市

」
リ

ス
ト

の
シ

ョ
ッ

ク
効

果
を

利
用

し
な

が
ら

、
ト

ッ
プ

ダ
ウ

ン
と

財
政

誘
導

に
よ

り
拠

点
都

市
へ

の
自

治
体

機
能

の
集

約
化

を
中

心
に

自
治

体
再

編
を

進
め

、
農

山
漁

村
に

対
す

る
「
安

上
が

り
」
の

行
政

を
め

ざ
す

と
と

も
に

、
道

州
制

へ
の

地
な

ら
し

を
進

め
る

こ
と

増
田

レ
ポ

ー
ト

へ
の

批
判

•
シ

ョ
ッ

ク
・
ド

ク
ト

リ
ン

的
手

法
へ

の
批

判

「
人

口
が

減
少

す
れ

ば
す

る
ほ

ど
市

町
村

の
存

在
価

値
が

高
ま

る
か

ら
消

滅
な

ど
起

こ
ら

な
い

。
起

こ
る

と
す

れ
ば

、
自

治
体

消
滅

と
い

う
最

悪
の

事
態

を
想

定
し

た
が

ゆ
え

に
、

人
び

と
の

気
持

ち
が

萎
え

て
し

ま
い

、
そ

の
す

き
に

乗
じ

て
「
撤

退
」
を

不
可

避
だ

と
思

わ
せ

、
人

為
的

に
市

町
村

を
消

滅
さ

せ
よ

う
と

す
る

動
き

が
出

て
く
る

場
合

で
あ

る
」
（
大

森
彌

、
町

村
週

報
、

H2
6

年
5月

19
日

）

•
試

算
前

提
へ

の
批

判

社
人

研
の

推
計

を
踏

襲
し

な
が

ら
、

社
人

研
と

異
な

り
、

人
口

移
動

が
収

束
し

な
い

と
い

う
前

提
を

置
く

•
町

村
の

地
道

な
地

域
づ

く
り

の
現

場
か

ら
の

批
判

社
人

研
の

人
口

予
測

を
覆

す
地

域
づ

く
り

と
人

口
維

持
の

事
例

：
宮

崎
県

西
米

良
村

、
島

根
県

海
士

町
な

ど

•
人

口
減

少
の

要
因

分
析

が
不

十
分

２
．

「
地

方
創

生
」
の

ね
ら

い
と

展
開

な
ぜ

、
い

ま
「
地

方
創

生
」
か

•
グ

ロ
ー

バ
ル

化
に

対
応

し
た

法
人

負
担

軽
減

と
財

政
再

建
の

た
め

に
公

共
部

門
の

い
っ

そ
う

の
合

理
化

・
効

率
化

が
求

め
ら

れ
た

こ
と

→
集

約
化

、
広

域
連

携

•
今

後
、

東
京

圏
の

高
齢

者
・
単

身
者

が
増

加
す

る
こ

と
が

予
想

さ
れ

、
社

会
保

障
負

担
増

や
介

護
人

材
等

の
不

足
が

将
来

的
な

経
済

成
長

に
マ

イ
ナ

ス
の

影
響

を
与

え
る

こ
と

へ
の

懸
念

→
東

京
圏

か
ら

地
方

へ
の

人
の

流
れ

を
つ

く
る

•
円

安
に

よ
る

輸
入

資
材

高
騰

な
ど

ア
ベ

ノ
ミ

ク
ス

の
マ

イ
ナ

ス
の

効
果

や
消

費
税

引
き

上
げ

に
よ

る
消

費
需

要
の

減
退

が
地

域
経

済
の

後
退

を
も

た
ら

し
、

地
域

経
済

対
策

が
求

め
ら

れ
た

こ
と

→
地

方
向

け
の

予
算

措
置

•
安

倍
政

権
の

め
ざ

す
「
大

国
化

」
と

将
来

的
な

経
済

成
長

に
と

っ
て

、
人

口
規

模
の

縮
小

が
マ

イ
ナ

ス
の

影
響

を
も

た
ら

す
こ

と
へ

の
懸

念
→

人
口

政
策

•
安

倍
政

権
が

ね
ら

っ
た

道
州

制
導

入
に

対
す

る
抵

抗
が

強
い

こ
と

か
ら

、
当

面
、

地
方

創
生

や
分

権
改

革
を

進
め

な
が

ら
道

州
制

を
め

ざ
す

→
連

携
中

枢
都

市
圏

、
道

州
制

へ
の

地
な

ら
し
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地
方

創
生

本
部

の
発

足

•
20

14
年

9月
、

政
府

の
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

本
部

（
以

下
、

地
方

創
生

本
部

）
が

発
足

し
、

安
倍

首
相

が
本

部
長

、
石

破
地

方
創

生
相

お
よ

び
菅

官
房

長
官

が
副

本
部

長
に

•
地

方
創

生
「
基

本
方

針
」
に

は
、

次
の

３
つ

の
基

本
的

視
点

①
若

い
世

代
の

就
労

・
結

婚
・
子

育
て

の
希

望
の

実
現

②
「
東

京
一

極
集

中
」
の

歯
止

め
③

地
域

の
特

性
に

即
し

た
地

域
課

題
の

解
決

•
こ

の
う

ち
、

「
地

域
の

特
性

に
即

し
た

地
域

問
題

の
解

決
」
に

は
、

(1
)中

山
間

地
域

等
に

お
い

て
小

さ
な

拠
点

に
お

け
る

「
多

世
代

交
流

・
多

機
能

型
」
の

生
活

サ
ー

ビ
ス

支
援

、
(2

)連
携

中
枢

都
市

お
よ

び
近

隣
市

町
村

、
定

住
自

立
圏

に
お

け
る

「
地

域
連

携
」
を

推
進

し
、

役
割

分
担

と
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

、
(3

)大
都

市
圏

等
に

お
い

て
、

過
密

・
人

口
集

中
に

伴
う

諸
問

題
に

対
応

す
る

と
と

も
に

、
「
地

域
包

括
ケ

ア
」
の

推
進

、
と

い
っ

た
内

容

地
方

創
生

の
展

開

•国
の

長
期

ビ
ジ

ョ
ン

と
総

合
戦

略
（

5ヵ
年

計
画

）
を

20
14

年
12

月
に

決
定

•2
01

5年
度

に
お

い
て

、
早

期
に

各
都

道
府

県
・
市

町
村

に
よ

る
「
人

口
ビ

ジ
ョ

ン
」
と

「
地

方
版

総
合

戦
略

」
を

策
定

す
る

と
い

う
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

•「
ば

ら
ま

き
型

」
の

投
資

手
法

は
と

ら
な

い
こ

と
が

強
調

さ
れ

る
と

と
も

に
、

縦
割

り
を

排
除

し
、

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

型
の

政
策

を
展

開
し

、
地

方
の

自
主

的
取

り
組

み
を

支
援

各
省

庁
の

施
策

や
補

助
金

も
地

方
版

総
合

戦
略

に
連

動

地
方

創
生

長
期

ビ
ジ

ョ
ン

（
対

象
期

間
＝

20
60

年
）

•
人

口
問

題
に

対
す

る
基

本
認

識

人
口

減
少

は
経

済
社

会
に

大
き

な
重

荷
に

な
る

こ
と

と
と

も
に

、
地

方
で

は
地

域
経

済
社

会
の

維
持

が
重

大
な

局
面

を
迎

え
る

と
警

告
。

東
京

圏
へ

の
人

口
の

集
中

が
日

本
全

体
の

人
口

減
少

と
結

び
つ

い
て

い
る

と
指

摘
。

•
人

口
減

少
問

題
に

取
り

組
む

意
義

的
確

な
政

策
を

転
換

す
れ

ば
未

来
は

開
け

る
こ

と
と

、
「
待

っ
た

な
し

」
の

課
題

で
あ

る
こ

と
を

強
調

•
目

指
す

べ
き

将
来

の
方

向
は

「
活

力
あ

る
日

本
社

会
」
を

維
持

す
る

こ
と

で
あ

る
と

し
、

人
口

減
少

に
歯

止
め

が
か

か
る

と
20

60
年

に
1億

人
程

度
の

人
口

が
確

保
さ

れ
人

口
構

造
が

「
若

返
る

時
期

」
を

迎
え

る
こ

と
が

で
き

る
と

す
る

。
人

口
の

安
定

化
」
と

と
も

に
「
生

産
性

の
向

上
」
が

図
ら

れ
る

と
20

50
年

代
に

実
質

GD
P成

長
率

は
1.

5～
2％

程
度

が
維

持
さ

れ
る

と
す

る
。

•
地

方
創

生
が

も
た

ら
す

日
本

社
会

の
姿

と
し

て
、

地
域

資
源

を
活

用
し

た
多

様
な

地
域

社
会

の
形

成
、

外
部

と
の

積
極

的
な

つ
な

が
り

に
よ

り
、

新
た

な
視

点
か

ら
の

活
性

化
、

地
方

が
先

行
し

て
若

返
り

、
東

京
圏

は
世

界
に

拓
か

れ
た

「
国

際
都

市
」
へ

の
発

展
、

地
方

と
東

京
圏

が
そ

れ
ぞ

れ
の

強
み

を
活

か
し

て
日

本
全

体
を

牽
引

、
と

い
っ

た
姿

を
提

示

人
口

政
策

を
ど

う
み

る
か

•
人

口
政

策
へ

の
警

告

過
去

の
人

口
政

策
の

弊
害

•
「
上

か
ら

」
の

人
口

政
策

に
対

し
て

、
無

批
判

に
追

随
す

る
こ

と
の

危
険

性

合
計

特
殊

出
生

率
→

実
効

性
の

あ
る

政
策

な
し

、
若

者
の

非
正

規
、

低
賃

金
労

働
の

是
正

な
し

社
会

増
→

自
治

体
間

競
争

、
ゼ

ロ
サ

ム
ゲ

ー
ム

に
お

け
る

合
成

の
誤

謬

•
家

族
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

を
基

礎
に

、
ボ

ト
ム

ア
ッ

プ
型

の
人

口
ビ

ジ
ョ

ン
を

＊
全

国
市

長
会

の
調

査
（

20
14

年
10

月
）
：
合

計
特

殊
出

生
率

が
高

い
都

市
自

治
体

上
位

30
都

市
に

つ
い

て
、

理
由

を
ア

ン
ケ

ー
ト

で
問

う
と

、
①

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

が
充

実
、

②
育

児
支

援
が

受
け

ら
れ

る
親

族
が

近
く
に

居
住

、
③

「
地

域
」
が

子
ど

も
へ

の
関

心
が

高
い

、
④

特
別

な
少

子
化

、
子

育
て

支
援

事
業

は
行

っ
て

い
な

い
（
医

療
費

、
不

妊
治

療
の

助
成

、
保

育
料

減
免

等
）
、

と
い

う
結

果
→

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
重

要
性

5



地
方

創
生

総
合

戦
略

（
5年

間
）

•
「
ま

ち
の

創
生

」
に

お
い

て
、

「
集

約
・
活

性
化

」
、

コ
ン

パ
ク

ト
と

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
強

調

「
連

携
中

枢
都

市
圏

」
の

形
成

を
促

進

•
４

つ
の

基
本

目
標

を
設

定

①
地

方
に

お
け

る
安

定
し

た
雇

用
の

創
出

②
地

方
へ

の
人

の
流

れ
を

つ
く
る

③
若

い
世

代
の

結
婚

・
出

産
・
子

育
て

の
希

望
を

か
な

え
る

④
時

代
に

合
っ

た
地

域
を

つ
く
り

、
安

心
な

暮
ら

し
を

守
る

と
と

も
に

、
地

域
と

地
域

を
連

携
す

る
（
中

山
間

地
域

に
お

け
る

「
小

さ
な

拠
点

」
の

形
成

、
公

立
小

・
中

学
校

の
適

正
規

模
化

、
小

規
模

校
の

活
性

化
、

休
校

し
た

学
校

の
再

開
支

援
。

地
方

都
市

に
お

け
る

都
市

の
コ

ン
パ

ク
ト

化
と

周
辺

等
の

交
通

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
形

成
、

地
方

都
市

の
拠

点
と

な
る

中
心

市
街

地
等

の
活

性
化

を
強

力
に

推
し

進
め

る
包

括
的

政
策

パ
ッ

ケ
ー

ジ
）

•
国

家
戦

略
特

区
・
社

会
保

障
制

度
・
税

制
・
地

方
財

政
等

地
方

創
生

特
区

の
指

定
、

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

新
制

度
の

円
滑

な
施

行
、

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
構

築
、

地
方

法
人

課
税

改
革

の
推

進
、

ふ
る

さ
と

納
税

の
拡

充
、

地
方

に
お

け
る

企
業

拠
点

の
強

化
の

促
進

、
新

型
交

付
金

総
合

戦
略

の
問

題
点

•
自

治
へ

の
侵

害

総
合

計
画

の
修

正
の

「
強

制
」

人
口

ビ
ジ

ョ
ン

の
「
強

制
」

•
短

期
間

で
の

策
定

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

今
年

１
０

月
末

ま
で

の
策

定
を

財
政

誘
導

•
政

策
誘

導

政
策

５
原

則
（
自

立
性

、
将

来
性

、
地

域
性

、
直

接
性

、
結

果
重

視
）
に

も
と

、
特

定
の

政
策

へ
交

付
金

に
よ

る
財

政
誘

導
・
地

域
経

済
分

析
シ

ス
テ

ム
に

よ
る

誘
導

•
KP

Iと
PD

CA
に

よ
る

管
理

の
「
強

制
」

KP
I設

定
と

外
部

有
識

者
会

議
設

置
の

「
強

制
」
、

PD
CA

サ
イ

ク
ル

管
理

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
人

材
（
地

方
創

生
人

材
支

援
制

度
、

地
方

創
生

コ
ン

シ
ェ

ル
ジ

ュ
な

ど
）
へ

の
依

存
と

住
民

自
治

の
軽

視

•
KP

Iの
実

効
性

へ
の

疑
問

人
口

や
結

婚
希

望
実

績
等

は
KP

Iに
な

じ
む

の
か

？

５
年

間
と

い
う

期
間

で
の

効
果

検
証

は
中

長
期

的
視

野
か

ら
の

計
画

と
取

組
み

を
阻

害

総
合

戦
略

に
お

け
る

政
策

誘
導

•
雇

用
創

出

創
業

、
中

核
企

業
の

革
新

、
地

域
産

業
の

労
働

生
産

性
向

上
、

農
林

水
産

業
の

６
次

産
業

化
、

輸
出

促
進

、
観

光
振

興
、

地
域

活
性

化
、

IC
T活

用
、

分
散

型
エ

ネ
ル

ギ
ー

等

＊
既

存
産

業
へ

の
支

援
が

軽
視

•
転

入
促

進

地
方

移
住

促
進

、
企

業
誘

致
促

進
、

地
方

大
学

活
性

化
な

ど

＊
企

業
誘

致
に

傾
斜

す
れ

ば
内

発
的

発
展

を
軽

視

•
結

婚
・
出

産
・
子

育
て

正
社

員
化

促
進

、
妊

娠
・
出

産
・
子

育
て

へ
の

切
れ

目
の

な
い

支
援

、
ワ

ー
ク

ラ
イ

フ
バ

ラ
ン

ス
の

実
現

＊
「
限

定
正

社
員

化
」
誘

導
。

保
育

等
へ

の
規

制
緩

和
に

よ
る

質
の

悪
化

問
題

。
若

者
の

非
正

規
・
低

賃
金

労
働

是
正

、
正

社
員

の
長

時
間

・
過

密
労

働
へ

の
実

効
性

あ
る

施
策

な
し

•
地

域
づ

く
り

・
地

域
連

携

連
携

中
枢

都
市

圏
、

定
住

自
立

圏
、

コ
ン

パ
ク

ト
シ

テ
ィ

、
「
小

さ
な

拠
点

（
コ

ン
パ

ク
ト

・
ビ

レ
ッ

ジ
）
」
へ

の
誘

導

公
共

施
設

等
の

集
約

化
（
統

廃
合

等
）
の

促
進

＊
「
農

村
た

た
み

」
と

「
ミ

ニ
東

京
」
づ

く
り

緊
急

経
済

対
策

と
補

正
予

算

•
景

気
の

現
状

に
つ

い
て

の
認

識

経
済

の
好

循
環

が
生

ま
れ

始
め

て
い

る
と

し
な

が
ら

、
個

人
消

費
等

の
弱

さ
や

地
方

に
お

け
る

経
済

の
好

循
環

の
実

現
が

十
分

で
な

い
と

指
摘

•
対

策
の

内
容

①
地

域
の

実
情

に
配

慮
し

つ
つ

、
消

費
を

喚
起

（
自

治
体

に
よ

る
消

費
喚

起
/生

活
支

援
策

に
対

す
る

交
付

金
。

省
エ

ネ
住

宅
ポ

イ
ン

ト
制

度
な

ど
）

②
地

方
が

直
面

す
る

構
造

的
課

題
へ

の
取

り
組

み
を

通
じ

た
地

方
活

性
化

（
地

方
創

生
「
総

合
戦

略
」

の
先

行
的

実
施

へ
の

交
付

金
な

ど
）

③
災

害
復

旧
、

復
興

の
加

速
化

（
原

子
力

災
害

か
ら

の
福

島
復

興
交

付
金

な
ど

）

•
対

策
の

規
模

と
効

果

３
．

５
兆

円
程

度
。

GD
P押

し
上

げ
効

果
は

概
ね

0.
7％

程
度

＊
２

０
１

４
年

度
補

正
予

算
案

：
３

．
１

兆
円

う
ち

地
方

創
生

関
連

約
60

事
業

、
32

25
億

円
（
う

ち
地

方
創

生
先

行
型

交
付

金
17

00
億

円
）
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地
方

創
生

先
行

型
交

付
金

・
基

礎
交

付

•自
治

体
に

よ
る

①
地

方
版

総
合

戦
略

の
策

定
、

②
地

方
版

総
合

戦
略

に
お

け
る

「
し

ご
と

づ
く
り

な
ど

」
の

事
業

を
対

象

•都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

配
分

比
4:

6
•以

下
の

点
を

踏
ま

え
て

交
付

①
地

方
版

総
合

戦
略

策
定

経
費

相
当

分
と

し
て

１
都

道
府

県
2,

00
0万

円
、

１
市

町
村

1,
00

0万
円

を
確

保

②
人

口
を

基
本

と
し

つ
つ

、
小

規
模

団
体

ほ
ど

割
増

③
財

政
力

指
数

④
就

業
（
就

業
率

）
、

人
口

流
出

（
純

転
出

者
数

人
口

比
率

）
、

少
子

化
（
年

少
者

人
口

比
率

）
の

状
況

に
配

慮
（
現

状
の

指
標

が
悪

い
地

域
に

配
慮

）

基
礎

交
付

の
算

定
人
口
×
A×

B×
C×

α＋
D

A:
段
階
補
正
係
数

B:
（
１
－
財
政
力
指
数
）
×
0.
8＋

0.
2

C:
a+
b+
c

a:
15

歳
以
上
人
口
に
対
す
る
15

歳
以
上
就
業
者
数
の
比
率
の
逆
数
×
定
数

b:
転
出
者
数
人
口
比
率
×
定
数
＋
１

c:1
5歳

未
満
人
口
比
率
の
逆
数
×
定
数

α：
内
閣
総
理
大
臣
が
別
に
定
め
る
乗
率

D
:

都
道
府
県
2,
00
0万

円
、
市
町
村
1,
00
0万

円

＊
Aの

段
階

補
正

係
数

は
市

町
村

の
人

口
が

10
万

人
の

場
合

が
１

で
あ

り
、

人
口

が
多

い
ほ

ど
割

落
と

さ
れ

、
人

口
が

少
な

い
ほ

ど
割

増
し

と
な

る
が

、
４

千
人

以
下

の
場

合
は

一
律

3.
45

5
＊

Bは
財

政
力

が
低

い
自

治
体

ほ
ど

係
数

が
高

く
な

り
、

財
政

力
指

数
0.

1の
場

合
、

0.
92

、
財

政
力

指
数

１
の

場
合

0.
2

＊
Cに

つ
い

て
は

、
15

歳
以

上
人

口
に

対
す

る
15

歳
以

上
就

業
者

の
比

率
が

低
い

ほ
ど

、
転

出
者

数
人

口
比

率
が

高
い

ほ
ど

、
15

歳
未

満
人

口
比

率
が

低
い

ほ
ど

、
係

数
が

大
き

く
な

る

＊
Dは

地
方

版
総

合
戦

略
策

定
経

費
を

一
律

に
算

定
す

る
も

の

地
方

創
生

先
行

型
交

付
金

に
お

け
る

中
央

統
制

•各
自

治
体

の
地

方
創

生
総

合
戦

略
策

定
経

費
お

よ
び

総
合

戦
略

に
位

置
付

け
ら

れ
る

見
込

み
で

あ
る

、
実

施
計

画
に

も
と

づ
く
新

規
の

単
独

事
業

で
あ

る
こ

と
が

必
須

•職
員

人
件

費
、

貸
付

金
・
保

証
金

、
基

金
の

積
立

金
、

建
設

地
方

債
対

象
事

業
（
例

外
あ

り
）
、

国
の

補
補

助
事

業
に

は
充

当
し

て
は

な
ら

な
い

•重
要

業
績

評
価

指
標

（
KP

I）
の

設
定

と
そ

れ
に

も
と

づ
く
効

果
検

証
が

求
め

ら
れ

る

地
方

創
生

先
行

型
交

付
金

・
上

乗
せ

分
タ

イ
プ
Ⅰ

•都
道

府
県

３
～

５
億

円
、

市
町

村
３

～
５

千
万

円
を

目
安

に
交

付
を

検
討

す
る

予
定

•交
付

対
象

が
以

下
の

事
業

分
野

に
限

定
さ

れ
る

（
原

則
と

し
て

給
付

事
業

は
除

か
れ

る
）
。

①
し

ご
と

づ
く
り

等
に

資
す

る
人

材
の

育
成

・
確

保
の

た
め

の
事

業
（
事

業
承

継
事

業
、

移
住

関
係

事
業

等
を

含
む

）
、

②
農

林
水

産
業

等
の

分
野

に
お

け
る

地
域

に
埋

も
れ

た
資

源
を

見
出

し
、

そ
の

ブ
ラ

ン
ド

化
、

販
路

開
拓

、
事

業
化

等
を

行
う

事
業

、
③

地
域

の
観

光
資

源
の

開
発

等
を

行
う

事
業

、
④

コ
ン

パ
ク

ト
シ

テ
ィ

、
中

心
市

街
地

活
性

化
の

包
括

的
政

策
パ

ッ
ケ

ー
ジ

に
関

す
る

事
業

等
（
日

本
版

CC
RC

を
含

む
）
、

⑤
中

山
間

地
域

等
に

お
け

る
「
小

さ
な

拠
点

」
に

関
す

る
事

業
（
コ

ン
パ

ク
ト

ビ
レ

ッ
ジ

）
、

⑥
プ

レ
ミ

ア
ム

商
品

券
、

ふ
る

さ
と

名
物

券
・
旅

行
券

事
業

と
連

携
し

つ
つ

行
う

、
魅

力
あ

る
地

域
商

品
開

発
、

商
店

街
の

活
性

化
等

の
事

業
。
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地
方

創
生

先
行

型
交

付
金

・
上

乗
せ

分
タ

イ
プ
Ⅰ

•
次

の
事

業
の

仕
組

み
を

全
て

備
え

る
こ

と
が

必
須

と
な

る
。

①
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
等

客
観

的
な

デ
ー

タ
や

こ
れ

ま
で

の
類

似
事

業
の

実
績

評
価

に
基

づ
き

事
業

設
計

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
、

②
事

業
の

企
画

や
実

施
に

当
た

り
、

地
域

に
お

け
る

関
係

者
と

の
連

携
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
こ

と
、

③
重

要
業

績
評

価
指

標
（

KP
I）

が
、

原
則

と
し

て
成

果
目

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
で

設
定

さ
れ

、
基

本
目

標
と

整
合

的
で

あ
り

、
そ

の
検

証
と

事
業

の
見

直
し

の
た

め
の

仕
組

み
（

PD
CA

）
が

整
備

さ
れ

て
い

る
こ

と
。

•
以

上
の

点
を

ク
リ

ア
し

た
う

え
で

、
他

の
自

治
体

の
参

考
に

な
る

先
駆

的
事

業
で

あ
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
そ

の
先

駆
性

の
基

準
に

つ
い

て
は

、
国

の
総

合
戦

略
に

お
け

る
政

策
５

原
則

の
観

点
と

と
も

に
、

以
下

の
点

が
あ

げ
ら

れ
て

い
る

。
①

施
策

の
パ

ッ
ケ

ー
ジ

化
と

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

化
を

め
ざ

す
も

の
で

あ
る

こ
と

、
②

連
携

中
枢

都
市

圏
や

定
住

自
立

圏
に

お
け

る
複

数
の

地
方

公
共

団
体

、
ま

た
は

広
域

に
わ

た
る

複
数

の
地

方
公

共
団

体
が

適
切

に
連

携
し

て
同

一
事

業
を

実
施

す
る

も
の

で
あ

る
こ

と
、

③
民

間
事

業
者

や
N

PO
等

の
参

画
と

そ
の

事
業

ノ
ウ

ハ
ウ

を
活

用
し

て
、

民
間

事
業

者
や

N
PO

等
の

経
済

的
な

自
立

性
を

目
指

す
も

の
で

あ
る

こ
と

、
④

専
門

部
署

の
設

置
等

、
有

効
な

事
業

実
施

体
制

を
伴

う
も

の
で

あ
る

こ
と

地
方

創
生

先
行

型
交

付
金

・
上

乗
せ

分
タ

イ
プ
Ⅱ

•2
01

5年
10

月
30

日
ま

で
に

、
以

下
の

点
を

満
た

す
地

方
版

総
合

戦
略

を
策

定
す

る
場

合
が

対
象

①
原

則
と

し
て

KP
Iが

設
定

さ
れ

、
外

部
有

識
者

等
を

含
め

た
検

証
機

関
に

よ
っ

て
KP

Iの
検

証
が

行
わ

れ
る

こ
と

②
地

方
版

総
合

戦
略

の
策

定
・
見

直
し

に
つ

い
て

、
住

民
や

産
官

学
金

労
等

と
の

連
携

体
制

等
を

備
え

て
い

る
こ

と

•一
地

方
公

共
団

体
当

た
り

1,
00

0万
円

を
上

限
の

目
安

と
し

て
交

付
が

検
討

さ
れ

る
予

定

「
地

方
創

生
先

行
型

」
交

付
金

を
ど

う
み

る
か

•「
地

方
創

生
先

行
型

」
交

付
金

は
、

地
方

創
生

総
合

戦
略

と
い

う
「
土

俵
」
を

政
府

が
設

定
し

、
そ

の
な

か
で

の
自

治
体

の
自

由
設

計
を

認
め

な
が

ら
、

自
治

体
間

競
争

を
組

織
化

し
、

効
果

検
証

の
仕

組
み

に
よ

っ
て

「
自

主
的

取
組

み
」
を

「
強

制
」
さ

せ
る

仕
組

み

•地
方

創
生

総
合

戦
略

に
は

「
集

約
・
活

性
化

」
、

コ
ン

パ
ク

ト
シ

テ
ィ

、
第

三
次

産
業

を
中

心
と

し
た

外
来

型
開

発
へ

の
傾

斜
な

ど
、

看
過

で
き

な
い

問
題

を
含

ん
で

い
る

•交
付

金
は

、
自

治
体

、
特

に
小

規
模

自
治

体
に

と
っ

て
は

貴
重

な
財

源
で

あ
る

も
の

の
、

政
府

に
よ

る
誘

導
方

向
に

安
易

に
乗

る
の

で
は

な
く
、

地
域

の
実

情
や

こ
れ

ま
で

の
各

自
治

体
の

内
発

的
な

取
組

み
と

の
整

合
性

に
十

分
に

配
慮

す
る

こ
と

が
重

要

３
．
20

15
年

度
予

算
と

「
地

方
創

生
」
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20
15

年
度

政
府

予
算

と
地

方
創

生

•政
府

地
方

創
生

関
連

予
算

約
15

0事
業

、
72

25
億

円

•そ
の

他
の

財
政

的
支

援
（
国

家
戦

略
特

区
、

社
会

保
障

制
度

、
税

制
、

地
方

財
政

等
）

67
66

億
円

（
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

新
制

度
等

）

20
15

年
度

政
府

予
算

と
地

方
財

政
計

画

•政
府

予
算

の
規

模
は

96
.3

兆
円

と
過

去
最

大
規

模
だ

が
、

消
費

税
の

経
費

増
や

社
会

保
障

関
係

費
の

自
然

増
を

考
慮

す
れ

ば
歳

出
は

実
質

的
に

は
あ

ま
り

増
え

て
い

な
い

•消
費

税
増

税
の

影
響

（
国

消
費

税
＋

1.
7兆

円
、

地
方

消
費

税
＋

1.
6兆

円
）

•法
人

実
効

税
率

の
引

き
下

げ
（

20
15

年
度

△
2.

51
％

の
32

.1
1%

、
20

16
年

度
△

0.
78

％
の

31
.3

3％
）

•社
会

保
障

の
抑

制
、

軍
事

費
拡

大
、

公
共

事
業

費
は

昨
年

度
同

水
準

を
確

保

•地
方

財
政

計
画

の
規

模
は

＋
1.

9兆
円

の
85

.3
兆

円
、

一
般

財
源

総
額

は
水

準
超

経
費

を
除

き
＋

0.
7兆

円

20
15

年
度

政
府

予
算

と
地

方
財

政
計

画

•地
方

交
付

税
に

お
け

る
政

策
誘

導
の

拡
大

地
域

の
元

気
創

造
事

業
費

に
加

え
て

人
口

減
少

等
特

別
対

策
事

業
費

の
創

設
→

「
取

組
の

必
要

度
」
と

と
も

に
「
取

組
の

成
果

」
を

反
映

•公
共

施
設

老
朽

化
対

策
の

推
進

集
約

化
・
複

合
化

を
促

進

•公
立

病
院

改
革

の
推

進

公
立

病
院

の
再

編
・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

を
促

進

58
.9

58
.6

57
.8

55
.6

56
.8

58
.3

59
.2

59
.9

59
.1

 
59

.4
59

.5
59

.6
59

.8

60
.4

61
.5

58
.1

57
.8

57
.3

 

54
.9

55
.8

56
.8

56
.9

57
.4

57
.8

58
.8

58
.8

59
.0

 
59

.0
 

59
.4

60
.2

 

50525456586062

兆
円

年
度

地
方

財
政

計
画

に
お

け
る

一
般

財
源

の
推

移
（
通

常
収

支
分

）

地
方
一
般
財
源

一
般

財
源

（
水

準
超

経
費

除
く
）
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23
.7

23
.7

23
.4

23
.0

 
22

.7
22

.6
22

.5
22

.2
22

.1
21

.7
21

.3
21

.0
 

19
.7

20
.3

20
.3

11
.3

11
.2

11
.2

11
.8

12
.5

13
.5

14
.0

 
13

.8
13

.8
13

.8
13

.9
13

.8
14

.3
 

14
.0

 
14

.0

17
.5

15
.8

14
.9

13
.5

12
.6

10
.1

8.
6

8.
3

8.
1

6.
9

5.
4

5.
2

5.
5 

5.
2

5.
3

0510152025

兆
円

年
度

地
方

財
政

計
画

に
お

け
る

各
歳

出
項

目
の

推
移

（
通

常
収

支
分

）

給
与
関
係
経
費

一
般

行
政

経
費

単
独

投
資
的
経
費
単
独

方
財

政
計

画
に

お
け

る
歳

出
特

別
枠

等
の

推
移

億
円

2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

度
2
0
1
1
年

度
2
0
1
2
年

度
2
0
1
3
年

度
2
0
1
4
年

度
2
0
1
5
年

度

域
経

済
基

盤
強

化
・
雇

用
等

対
策

費
9
0
0
0

1
3
8
5
0

1
5
0
0
0

1
4
9
5
0

1
4
9
5
0

1
1
9
5
0

8
4
5
0

急
防

災
・
減

災
事

業
費

4
5
5
0

域
の

元
気

づ
く
り

事
業

費
3
0
0
0

3
5
0
0
 

・
ひ

と
・
し

ご
と

創
造

事
業

費
1
0
0
0
0

地
域

経
済

基
盤

強
化

・
雇

用
等

対
策

費
」
の

2
0
1
0
年

度
お

よ
び

2
0
1
1
年

度
の

額
は

「地
方

再
生

対
策

費
」お

よ
び

「地
域

活
性

化
・雇

用
等

対
策

費
」の

合
計

額

地
域

経
済

基
盤

強
化

・
雇

用
等

対
策

費
」
の

2
0
0
9
年

度
の

額
は

「地
方

再
生

対
策

費
」お

よ
び

「地
域

雇
用

創
出

推
進

費
」の

合
計

額

地
域

の
元

気
創

造
づ

く
り

費
」
の

20
14

年
度

の
額

は
「地

域
の

元
気

創
造

事
業

費
」の

額

3
年

度
の

「緊
急

防
災

・減
災

事
業

費
」お

よ
び

「地
域

の
元

気
創

造
事

業
費

」は
給

与
の

臨
時

特
例

に
対

応
し

た
特

別
枠

4
年

度
の

「地
域

の
元

気
創

造
事

業
費

」は
歳

出
特

別
枠

か
ら

通
常

枠
に

移
行

5
年

度
の

「
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
造

事
業

費
」
は

通
常

枠
に

新
た

に
創

設

交
付

税
別

枠
加

算
の

推
移

億
円

2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

度
2
0
1
1
年

度
2
0
1
2
年

度
2
0
1
3
年

度
2
0
1
4
年

度
2
0
1
5
年

度

交
付

税
別

枠
加

算
1
0
0
0
0

1
4
8
5
0

1
2
6
5
0

1
0
5
0
0

9
9
0
0

6
1
0
0

2
3
0
0

普
通

交
付

税
に

お
け

る
人

口
減

少
等

特
別

対
策

事
業

費
の

算
定

方
法

20
15

年
度

地
方

税
制

の
改

編

•法
人

事
業

税
所

得
割

税
率

引
き

下
げ

、
外

形
標

準
課

税
の

拡
大

•地
方

拠
点

強
化

税
制

の
創

設
（
地

方
拠

点
建

物
等

の
取

得
へ

の
減

税
や

雇
用

促
進

税
制

の
拡

充
）

•車
体

課
税

（
自

動
車

取
得

税
の

エ
コ

カ
ー

減
税

の
見

直
し

・
2年

延
長

、
軽

自
動

車
税

の
グ

リ
ー

ン
化

特
例

）

•消
費

税
率

10
％

の
引

き
上

げ
の

1年
半

先
送

り
（

20
17

年
4月

へ
）

•ふ
る

さ
と

納
税

の
拡

充
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今
後

の
検

討
課

題
と

さ
れ

て
い

る
事

項

•消
費

税
の

軽
減

税
率

の
検

討

•法
人

実
効

税
率

引
き

下
げ

に
と

も
な

う
外

形
標

準
課

税
の

拡
大

•固
定

資
産

税
の

償
却

資
産

課
税

に
関

す
る

税
制

措
置

•法
人

住
民

税
の

さ
ら

な
る

交
付

税
原

資
化

？

４
．

「
集

約
化

」
政

策
の

展
開

公
共

施
設

の
老

朽
化

問
題

と
集

約
化

問
題

•
総

務
省

「
公

共
施

設
等

の
解

体
撤

去
事

業
に

関
す

る
調

査
」
（
２

０
１

３
年

１
２

月
）

自
治

体
が

解
体

撤
去

す
る

意
向

を
示

し
て

い
る

社
会

資
本

は
約

１
万

２
千

件
、

解
体

撤
去

費
用

約
４

千
億

円
（
廃

棄
物

処
理

施
設

、
教

育
関

係
施

設
、

公
営

住
宅

等
）

•
自

治
体

に
公

共
施

設
等

管
理

計
画

の
策

定
を

要
請

（
２

０
１

６
年

度
末

ま
で

に
）

す
べ

て
の

公
共

施
設

等
を

対
象

に
、

公
共

施
設

等
の

状
況

、
人

口
の

今
後

の
見

通
し

、
財

政
収

支
の

見
込

み
を

把
握

。
更

新
・
統

廃
合

・
長

寿
命

化
な

ど
の

総
合

的
計

画
的

管
理

•
公

共
施

設
等

の
除

却
に

対
す

る
地

方
債

の
特

例
措

置
（
２

０
１

４
年

度
予

算
～

）

•
公

共
施

設
の

集
約

化
に

交
付

税
措

置
（
２

０
１

５
年

度
予

算
～

）

文
科

省
に

よ
る

小
・
中

学
校

の
集

約
化

の
推

進

•文
科

省
が

20
15

年
1月

に
公

表
し

た
「
公

立
小

学
校

・
中

学
校

の
適

正
規

模
・

適
正

配
置

等
に

関
わ

る
手

引
き

」
に

お
い

て
、

規
模

適
正

化
基

準
を

小
学

校
４

km
、

中
学

校
６

km
の

基
準

だ
け

で
な

く
、

交
通

機
関

の
利

用
を

前
提

に
１

時
間

以
内

の
通

学
時

間
を

可
能

に

→
「
小

さ
な

拠
点

」
か

ら
地

域
づ

く
り

の
拠

点
中

の
拠

点
で

あ
る

小
中

学
校

を
奪

う
「
へ

そ
な

し
拠

点
」
化

（
田

代
洋

一
「
『
地

方
創

生
』
と

農
政

『
改

革
』
」
『
農

業
と

経
済

』
20

15
年

5月
）

•２
０

１
５

年
度

予
算

で
、

公
立

小
中

学
校

の
教

職
員

定
数

に
つ

い
て

、
少

子
化

に
よ

る
自

然
減

分
を

超
え

て
減

ら
す

「
純

減
」
と

す
る

方
針

•義
務

教
育

費
国

庫
負

担
金

も
減

額
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自
治

体
病

院
の

再
編

・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

•厚
労

省
は

20
15

年
3月

、
「
地

域
医

療
構

想
策

定
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」
を

定
め

、
そ

れ
を

踏
ま

え
て

20
15

年
度

以
降

に
都

道
府

県
が

地
域

医
療

構
想

を
策

定

•総
務

省
は

20
15

年
3月

末
、

新
公

立
病

院
改

革
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

定
め

、
公

立
病

院
の

さ
ら

な
る

改
革

を
推

進
。

こ
れ

ま
で

の
「
経

営
効

率
化

」
、

「
再

編
・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

」
、

「
経

営
形

態
の

見
直

し
」
に

「
地

域
医

療
構

想
を

踏
ま

え
た

役
割

の
明

確
化

」
を

加
え

た
４

つ
の

視
点

に
立

っ
て

進
め

る

•公
立

病
院

改
革

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
沿

っ
た

公
立

病
院

の
再

編
・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

を
促

進
す

る
た

め
、

20
15

年
度

に
公

立
病

院
に

係
わ

る
交

付
税

措
置

の
見

直
し

連
携

中
枢

都
市

圏
の

推
進

•連
携

中
枢

都
市

（
人

口
20

万
人

以
上

、
昼

夜
人

口
比

率
１

以
上

で
あ

る
61

都
市

）
に

対
し

て
、

以
下

の
役

割
に

応
じ

て
地

方
財

政
措

置
（
普

通
交

付
税

お
よ

び
特

別
交

付
税

）

•圏
域

全
体

の
経

済
成

長
の

け
ん

引
、

高
次

の
都

市
機

能
の

集
積

、
圏

域
全

体
の

生
活

関
連

機
能

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
（
連

携
協

約
の

締
結

が
前

提
）

•2
01

4年
度

は
国

費
モ

デ
ル

事
業

と
し

て
1.

3億
円

を
計

上
し

、
先

行
的

な
モ

デ
ル

を
構

築

•2
01

5年
度

よ
り

本
格

的
に

地
方

財
政

措
置

を
講

じ
、

全
国

展
開

を
図

る

＊
シ

テ
ィ

リ
ー

ジ
ョ

ン
（
複

数
の

圏
域

の
中

心
都

市
が

圏
域

の
境

界
を

越
え

て
連

携
し

、
民

間
事

業
者

を
巻

き
込

む
形

で
広

域
的

な
取

り
組

み
を

推
進

）
の

推
進

連
携

中
枢

都
市

圏
に

関
す

る
財

政
措

置

•
連

携
中

枢
都

市
の

取
組

み
に

対
し

て
は

以
下

の
財

政
措

置
が

講
じ

ら
れ

る
。

①
圏

域
全

体
の

住
民

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

、
「
経

済
成

長
の

け
ん

引
」
及

び
「
高

次
都

市
機

能
の

集
積

・
強

化
」
の

取
組

み
に

対
す

る
普

通
交

付
税

措
置

（
圏

域
人

口
に

応
じ

て
算

定
。

圏
域

人
口

75
万

人
の

場
合

、
約

2億
円

）
、

②
「
生

活
関

連
機

能
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

」
の

取
組

み
に

対
す

る
特

別
交

付
税

措
置

（
１

市
当

た
り

年
間

1.
2億

円
程

度
を

基
本

と
し

て
、

圏
域

内
の

連
携

市
町

村
の

人
口

・
面

積
及

び
連

携
市

町
村

数
か

ら
上

限
額

を
設

定
野

上
、

事
業

費
を

勘
案

し
て

算
定

）

•
連

携
市

町
村

の
取

組
み

に
対

し
て

は
、

「
生

活
関

連
機

能
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

」
の

取
組

み
に

加
え

、
「
経

済
成

長
の

け
ん

引
」
及

び
「
高

次
都

市
機

能
の

集
積

・
強

化
」
に

資
す

る
取

組
み

に
対

し
て

特
別

交
付

税
措

置
が

講
じ

ら
れ

る
（
１

市
町

村
当

た
り

年
間

1,
50

0万
円

を
上

限
と

し
て

、
当

該
市

町
村

の
事

業
費

を
勘

案
し

て
算

定
）

定
住

自
立

圏
の

さ
ら

な
る

推
進

•定
住

自
立

圏
へ

の
財

政
措

置
も

拡
充

•特
別

交
付

税
の

拡
充

中
心

市
に

は
8,

50
0万

円
程

度
（
従

来
4,

00
0万

円
程

度
）

近
隣

市
町

村
に

は
1,

50
0万

円
（
従

来
1,

00
0万

円
）
を

上
限
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５
．

「
骨

太
方

針
20

15
」
、

「
地

方
創

生
基

本
方

針
20

15
」
の

動
向

骨
太

方
針

20
15

に
か

か
わ

る
政

策
動

向

財
政

制
度

等
審

議
会

「
財

政
健

全
化

計
画

等
に

関
す

る
建

議
」
（

20
15

年
6月

1日
）

・
20

20
年

度
の

国
・
地

方
の

PB
は

「
経

済
再

生
ケ

ー
ス

」
で

す
ら

▲
9.

4兆
円

で
あ

り
、

歳
出

改
革

を
中

心
に

赤
字

解
消

を
図

る
べ

き
・
地

方
財

政
：

PB
改

善
に

は
地

方
財

政
計

画
上

の
歳

出
の

抑
制

が
不

可
欠

で
あ

る
と

の
認

識
。

地
方

の
黒

字
は

手
厚

い
財

政
移

転
に

よ
っ

て
成

り
立

っ
て

い
る

と
し

、
よ

り
厳

し
い

国
の

財
政

状
況

に
照

ら
し

て
地

方
の

歳
出

抑
制

を
強

調

歳
出

特
別

枠
の

廃
止

、
地

方
創

生
関

連
経

費
は

必
要

性
・
有

効
性

を
厳

密
に

チ
ェ

ッ
ク

、
新

型
交

付
金

は
既

存
補

助
金

の
統

廃
合

に
よ

り
財

源
確

保
、

IT
投

資
の

効
率

化
、

救
急

出
動

の
一

部
有

料
化

、
民

間
委

託
推

進
に

よ
る

給
与

関
係

経
費

抑
制

、
公

債
費

減
少

分
を

歳
出

全
体

の
減

に
つ

な
げ

る
、

な
ど

今
後

の
検

討
課

題
と

し
て

、
地

方
の

財
源

不
足

解
消

に
対

応
し

た
交

付
税

法
定

率
の

見
直

し
（
引

き
下

げ
）
、

地
方

交
付

税
の

あ
り

方
の

見
直

し

骨
太

方
針

20
15

に
か

か
わ

る
政

策
動

向

地
方

財
政

審
議

会
「
経

済
再

生
と

財
政

健
全

化
の

両
立

に
向

け
た

地
方

税
財

政
改

革
に

つ
い

て
の

意
見

」
（

20
15

年
6月

9日
）

・
歳

出
全

体
の

重
点

化
・
効

率
化

を
図

り
つ

つ
も

、
必

要
な

歳
出

総
額

お
よ

び
一

般
財

源
総

額
の

確
保

の
必

要
を

強
調

・
社

会
保

障
な

ど
の

国
庫

補
助

事
業

増
加

に
あ

わ
せ

て
地

方
単

独
事

業
の

増
加

が
適

当
。

公
債

費
な

ど
減

額
と

な
る

要
素

の
み

を
取

り
出

し
て

地
方

歳
出

全
体

を
減

額
す

べ
き

と
の

議
論

は
不

適
当

・
地

方
交

付
税

の
法

定
率

の
引

き
上

げ

・
地

方
交

付
税

の
財

源
保

障
機

能
重

視
か

ら
成

果
主

義
重

視
へ

の
転

換
と

い
う

議
論

に
対

し
て

、
財

源
保

障
機

能
の

堅
持

を
主

張

骨
太

方
針

20
15

に
か

か
わ

る
政

策
動

向

経
済

財
政

諮
問

会
議

に
お

け
る

有
識

者
議

員
提

出
資

料
「
論

点
整

理
地

方
行

財
政

改
革

の
ポ

イ
ン

ト
」
（

20
15

年
6月

1日
）

・
地

方
自

治
体

が
自

ら
行

政
の

ム
ダ

を
な

く
し

創
意

工
夫

す
る

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
を

強
化

す
る

。
地

方
交

付
税

を
は

じ
め

、
頑

張
る

地
方

の
取

組
を

促
す

仕
組

み
に

重
点

シ
フ

ト
、

民
間

の
大

胆
な

活
用

に
よ

る
効

率
化

。

・
公

共
部

門
の

産
業

化
、

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
改

革
、

公
共

サ
ー

ビ
ス

の
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

：
KP

Iを
設

定
し

て
外

部
委

託
を

加
速

、
20

万
人

以
上

の
自

治
体

に
お

い
て

PP
P/

PF
I導

入
の

原
則

化
、

IT
活

用
に

よ
る

業
務

改
革

に
よ

り
維

持
管

理
費

3割
減

を
め

ざ
す

、
な

ど

・
地

方
行

財
政

改
革

：
危

機
対

応
モ

ー
ド

終
了

、
経

営
改

革
が

遅
れ

て
い

る
公

営
企

業
は

5年
以

内
に

廃
止

・
民

営
化

等
、

地
方

交
付

税
改

革
（
計

画
期

間
内

に
低

コ
ス

ト
団

体
に

あ
わ

せ
る

仕
組

み
、

配
分

基
準

を
人

口
・
ス

ト
ッ

ク
量

か
ら

改
革

成
果

や
新

た
な

課
題

に
重

点
シ

フ
ト

、
経

済
再

生
・
財

政
健

全
化

の
成

果
反

映
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

措
置

拡
充

、
な

ど
）
、

財
政

健
全

化
計

画
期

間
中

、
各

自
治

体
の

財
政

力
指

数
10

％
程

度
の

向
上

、
な

ど
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骨
太

方
針

20
15

に
か

か
わ

る
政

策
動

向
経

済
財

政
諮

問
会

議
に

お
け

る
高

市
総

務
大

臣
提

出
資

料
「
地

域
経

済
再

生
と

財
政

健
全

化
の

両
立

に
向

け
た

今
後

の
取

組
」
（

20
15

年
6月

1日
）

•
チ

ャ
レ

ン
ジ

す
る

地
方

の
支

援

「
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

事
業

費
」
は

5年
間

継
続

し
、

1兆
円

程
度

の
規

模
を

維
持

。
交

付
税

算
定

に
お

い
て

取
組

の
成

果
を

一
層

反
映

•
地

方
行

政
サ

ー
ビ

ス
改

革

自
治

体
の

業
務

改
革

の
推

進
（
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

オ
ー

プ
ン

化
、

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

、
PP

P/
PF

I拡
大

、
公

営
企

業
・
第

三
セ

ク
タ

ー
経

営
健

全
化

な
ど

）

財
政

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

強
化

（
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

の
策

定
促

進
、

地
方

公
会

計
の

整
備

促
進

、
公

営
企

業
会

計
の

適
用

拡
大

の
推

進
）

•
地

方
税

財
政

の
改

革

歳
出

の
重

点
化

・
効

率
化

（
国

の
法

令
、

補
助

金
、

制
度

の
見

直
し

、
平

時
モ

ー
ド

へ
）

地
方

交
付

税
改

革
（
歳

出
効

率
化

の
取

組
で

他
団

体
の

モ
デ

ル
に

な
る

よ
う

な
も

の
を

基
準

財
政

需
要

額
算

定
に

反
映

、
地

域
活

性
化

等
の

取
組

の
成

果
を

一
層

反
映

、
広

域
連

携
を

推
進

す
る

自
治

体
を

支
援

、
公

共
施

設
の

集
約

化
・
複

合
化

等
の

支
援

、
経

営
戦

略
を

策
定

し
、

経
営

効
率

化
を

取
り

組
む

公
営

企
業

支
援

）

地
方

税
制

改
革

の
推

進
（
地

方
法

人
課

税
改

革
な

ど
）

骨
太

方
針

20
15

（
素

案
）

•経
済

再
生

と
財

政
健

全
化

を
と

も
に

達
成

す
る

計
画

の
策

定
（

20
20

年
度

財
政

健
全

化
目

標
の

確
実

な
達

成
に

向
け

て
の

計
画

）

•重
点

課
題

の
一

つ
に

「
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

の
創

生
と

地
域

の
好

循
環

を
支

え
る

地
域

活
性

化
」

「
地

方
版

総
合

戦
略

」
の

取
組

へ
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
強

化

新
型

交
付

金
創

設

東
京

圏
か

ら
地

方
へ

の
移

住
希

望
者

を
支

援

コ
ン

パ
ク

ト
シ

テ
ィ

、
「
小

さ
な

拠
点

」
を

推
進

骨
太

方
針

20
15

（
素

案
）

•
「
経

済
・
財

政
再

生
計

画
（
仮

称
）
」
（

20
16

～
20

20
年

度
）

当
初

3年
間

（
20

16
～

20
18

年
度

）
を

集
中

改
革

期
間

と
し

て
位

置
づ

け

20
18

年
度

の
PB

の
対

GD
P比

▲
１

％
程

度
の

努
力

目
標

（
歳

出
改

革
）
：
①

公
的

サ
ー

ビ
ス

の
産

業
化

（
医

療
・
介

護
と

一
体

的
に

提
供

す
る

健
康

サ
ー

ビ
ス

や
高

齢
者

向
け

住
宅

・
移

送
サ

ー
ビ

ス
等

）
、

②
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

改
革

（
ト

ッ
プ

ラ
ン

ナ
ー

方
式

の
交

付
税

算
定

、
保

険
者

の
医

療
費

適
正

化
の

取
組

へ
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
強

化
な

ど
）
、

③
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
（
見

え
る

化
、

業
務

の
簡

素
化

・
標

準
化

）

（
歳

入
改

革
）
：
①

企
業

収
益

と
就

業
者

所
得

の
増

加
に

よ
る

税
収

の
一

層
の

伸
び

実
現

、
②

「
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

産
業

化
」
等

に
よ

り
課

税
ベ

ー
ス

を
拡

大
し

、
新

た
な

税
収

増
に

結
び

つ
け

る
、

③
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
制

度
活

用
等

に
よ

る
税

・
社

会
保

障
徴

収
の

適
正

化
、

④
関

係
機

関
か

ら
の

納
付

金
な

ど
税

以
外

の
歳

入
確

保

第
二

増
田

レ
ポ

ー
ト

が
ね

ら
う

も
の

•
20

15
年

6月
4日

、
日

本
創

成
会

議
・
首

都
圏

問
題

検
討

分
科

会
「
東

京
圏

高
齢

化
危

機
回

避
戦

略
：
一

都
三

県
連

携
し

、
高

齢
化

問
題

に
対

応
せ

よ
」
を

発
表

•
現

状
と

課
題

に
つ

い
て

の
分

析
内

容
東

京
圏

は
急

速
に

高
齢

化
し

、
後

期
高

齢
者

は
10

年
間

で
17

5万
人

増
え

る
（

20
15

－
20

25
年

）
。

東
京

都
区

部
は

若
者

が
流

入
す

る
一

方
、

高
齢

者
は

都
区

部
以

外
・
三

県
に

流
出

。
大

規
模

団
地

は
一

斉
に

高
齢

化
が

進
み

、
高

齢
者

が
取

り
残

さ
れ

る
。

入
院

需
要

は
10

年
間

で
20

％
増

加
し

、
介

護
需

要
は

、
埼

玉
・
千

葉
・
神

奈
川

県
で

10
年

間
で

50
％

増
加

す
る

。
→

東
京

圏
の

周
辺

地
域

で
医

療
不

足
が

生
じ

る
。

東
京

圏
全

体
で

介
護

施
設

等
が

不
足

す
る

お
そ

れ
（

13
万

人
分

不
足

）
→

し
か

し
、

東
京

圏
で

の
医

療
介

護
体

制
の

大
幅

な
増

強
は

困
難

（
土

地
制

約
、

人
材

制
約

）
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第
二

増
田

レ
ポ

ー
ト

が
ね

ら
う

も
の

•
東

京
圏

の
高

齢
化

問
題

へ
の

対
応

策

①
医

療
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

「
人

材
依

存
度

」
を

引
き

下
げ

る
構

造
改

革
を

進
め

る

IC
T,ロ

ボ
ッ

ト
活

用
、

人
材

配
置

基
準

の
緩

和
、

資
格

の
融

合
化

、
マ

ル
チ

タ
ス

ク
型

へ
の

人
材

多
様

化

②
地

域
医

療
介

護
体

制
の

整
備

と
高

齢
者

の
集

住
化

を
一

体
的

に
進

め
る

都
市

機
能

の
集

約
化

と
高

齢
者

の
集

住
化

へ
の

誘
導

、
「
空

き
家

」
の

敷
地

統
合

と
医

療
介

護
拠

点
へ

の
転

用
、

③
一

都
三

県
の

連
携

・
広

域
対

応
が

不
可

欠
（
一

都
三

県
・
５

政
令

市
）

「
東

京
圏

高
齢

者
ケ

ア
・
す

ま
い

総
合

プ
ラ

ン
（
仮

称
）
」
の

策
定

④
東

京
圏

の
高

齢
者

が
希

望
に

沿
っ

て
地

方
に

移
住

で
き

る
よ

う
に

す
る

受
け

皿
と

し
て

「
日

本
版

CC
RC

構
想

」
に

期
待

＊
高

齢
者

の
地

方
へ

の
移

住
は

、
医

療
・
介

護
・
福

祉
の

ト
ー

タ
ル

コ
ス

ト
の

節
減

に
も

結
び

つ
く
と

指
摘

＊
補

論
と

し
て

、
医

療
介

護
体

制
が

整
っ

て
い

る
地

方
の

圏
域

を
リ

ス
ト

ア
ッ

プ
（

41
圏

域
）

第
二

増
田

レ
ポ

ー
ト

が
ね

ら
う

も
の

•
ね

ら
い

東
京

圏
に

お
け

る
社

会
保

障
経

費
の

抑
制

に
よ

る
法

人
負

担
の

軽
減

「
農

村
た

た
み

」
を

伴
う

拠
点

都
市

、
コ

ン
パ

ク
ト

・
シ

テ
ィ

へ
の

集
約

化
と

医
療

介
護

・
高

齢
者

集
住

の
拠

点
化

を
ね

ら
う

→
東

京
圏

か
ら

の
高

齢
者

移
住

と
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
依

存
に

よ
る

「
安

上
が

り
」
の

高
齢

者
対

策
医

療
介

護
に

お
け

る
施

設
面

・
人

材
面

で
の

規
制

緩
和

を
ね

ら
う

•
問

題
点

特
定

地
域

へ
の

高
齢

者
の

誘
導

を
行

う
こ

と
の

問
題

・
実

効
性

（
居

住
権

の
問

題
）

規
制

緩
和

と
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
依

存
の

高
齢

者
ケ

ア
で

人
権

保
障

で
き

る
の

か

賃
金

の
低

い
介

護
、

高
齢

者
サ

ー
ビ

ス
雇

用
の

創
出

は
所

得
格

差
・
地

域
間

格
差

の
拡

大
・
固

定
化

に
つ

な
が

る
の

で
は

な
い

か

ま
ち

・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

基
本

方
針

20
15

に
向

け
た

政
策

動
向

「
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

基
本

方
針

検
討

チ
ー

ム
報

告
書

」
（

20
15

年
6月

12
日

）

•
ロ

ー
カ

ル
・
ア

ベ
ノ

ミ
ク

ス
の

実
現

①
各

地
域

の
「
稼

ぐ
力

」
引

き
出

し
：
日

本
版

DM
O

（
観

光
地

域
づ

く
り

の
推

進
主

体
）
、

６
次

産
業

化
、

「
サ

ー
ビ

ス
産

業
チ

ャ
レ

ン
ジ

プ
ロ

グ
ラ

ム
」
）

②
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

を
通

じ
た

「
地

域
の

総
合

力
」
引

き
出

し
：
日

本
版

CC
RC

（
移

住
支

援
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

づ
く
り

）
、

コ
ン

パ
ク

ト
シ

テ
ィ

、
「
小

さ
な

拠
点

」

③
「
民

の
知

見
」
の

引
き

出
し

：
国

家
戦

略
特

区
の

活
用

（
地

方
創

生
特

区
）

•
新

た
な

枠
組

み
、

担
い

手
、

圏
域

づ
く
り

官
民

協
働

に
よ

り
自

治
体

の
枠

組
み

を
超

え
た

エ
リ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

地
方

創
生

人
材

プ
ラ

ン
（
仮

称
）
を

年
度

末
ま

で
に

策
定

新
た

な
「
圏

域
」
づ

く
り

：
広

域
圏

域
か

ら
集

落
生

活
圏

ま
で

含
む

広
域

的
な

経
済

振
興

策
を

担
う

官
民

連
携

組
織

の
形

成
を

期
待

６
．

「
地

方
創

生
」
に

ど
う

対
抗

、
対

応
す

る
か
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地
方

創
生

に
お

け
る

論
点

、
争

点

•地
方

創
生

予
算

や
新

交
付

金
は

地
域

の
内

発
性

を
促

進
す

る
か

？

•「
地

方
消

滅
」
の

危
機

感
を

煽
る

こ
と

を
ど

う
み

る
か

？
「
あ

き
ら

め
論

」
に

つ
な

が
っ

た
り

、
国

の
政

策
に

乗
る

受
け

身
の

姿
勢

に
つ

な
が

る
の

で
は

な
い

か
？

•2
06

0年
に

人
口

1億
人

を
維

持
す

る
と

い
う

の
は

現
実

的
か

？
そ

の
た

め
の

実
効

性
の

あ
る

手
立

て
は

と
ら

れ
て

い
る

の
か

？

•拠
点

都
市

へ
の

集
約

化
や

コ
ン

パ
ク

ト
シ

テ
ィ

は
周

辺
部

の
「
切

り
捨

て
」
に

な
ら

な
い

か
？

地
方

創
生

戦
略

で
は

問
題

は
解

決
し

な
い

•
地

方
創

生
長

期
ビ

ジ
ョ

ン
で

は
、

20
30

年
～

20
40

年
頃

に
出

生
率

が
人

口
置

換
水

準
ま

で
回

復
す

れ
ば

、
20

60
年

に
総

人
口

1億
人

程
度

を
確

保
し

、
20

90
年

頃
に

は
人

口
が

定
常

状
態

に
な

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
と

し
て

い
る

が
、

そ
れ

を
担

保
す

る
実

効
性

の
あ

る
政

策
パ

ッ
ケ

ー
ジ

が
出

さ
れ

て
い

る
わ

け
で

は
な

い
。

•
政

府
の

政
策

は
、

出
生

率
回

復
に

成
功

し
た

フ
ラ

ン
ス

や
ス

ウ
ェ

ー
デ

ン
の

よ
う

な
中

央
政

府
レ

ベ
ル

で
の

出
産

・
子

育
て

支
援

の
抜

本
的

拡
充

策
と

は
ほ

ど
遠

い
。

フ
ラ

ン
ス

な
ど

の
よ

う
な

マ
ク

ロ
政

策
な

し
に

地
方

の
「
頑

張
り

」
に

よ
っ

て
出

生
率

回
復

が
で

き
る

と
い

う
の

は
幻

想

＊
全

国
市

長
会

研
究

会
提

言
（

20
15

年
5月

26
日

）
：
出

産
・
子

育
て

に
係

わ
る

医
療

・
教

育
面

で
の

経
済

的
負

担
の

軽
減

に
つ

い
て

、
ナ

シ
ョ

ナ
ル

ミ
ニ

マ
ム

と
し

て
、

国
が

責
任

を
持

つ
こ

と
を

提
言

（
子

育
て

に
か

か
る

医
療

費
を

国
が

全
国

一
律

で
負

担
す

る
こ

と
な

ど
）

地
方

創
生

戦
略

と
「
農

村
た

た
み

」

•「
ま

ち
の

創
生

」
の

政
策

パ
ッ

ケ
ー

ジ
に

は
実

効
性

の
問

題
と

と
も

に
都

市
・
農

村
構

造
の

あ
り

方
の

問
題

。
特

に
、

都
市

と
農

山
村

が
連

担
す

る
日

本
の

地
域

構
造

の
な

か
で

の
都

市
の

コ
ン

パ
ク

ト
化

や
拠

点
都

市
へ

の
施

策
・
投

資
の

集
中

を
進

め
る

政
策

に
つ

い
て

は
、

「
農

村
た

た
み

」
に

つ
な

が
る

•む
し

ろ
集

約
化

の
対

象
と

な
っ

て
い

る
周

辺
部

の
農

山
村

の
方

が
一

般
的

に
は

出
生

率
が

高
く
、

拠
点

都
市

形
成

に
よ

っ
て

「
ミ

ニ
東

京
」
を

つ
く
る

の
で

は
な

く
、

地
方

中
核

都
市

か
ら

中
小

都
市

さ
ら

に
は

農
山

漁
村

へ
と

人
の

流
れ

を
つ

く
っ

て
い

く
こ

と
が

求
め

ら
れ

る

地
方

創
生

戦
略

と
「
農

村
た

た
み

」

•
「
し

ご
と

の
創

生
」
の

地
域

経
済

振
興

の
内

容
も

従
来

型
の

農
林

水
産

業
や

製
造

業
の

支
援

で
は

な
く
、

第
三

次
産

業
、

農
林

水
産

業
の

6次
産

業
化

・
輸

出
促

進
、

創
業

・
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
推

進
等

に
特

化
し

て
い

る
と

い
う

問
題

。
特

に
従

来
型

農
林

水
産

業
は

地
方

創
生

戦
略

の
対

象
か

ら
外

さ
れ

る
だ

け
で

な
く
、

TP
P推

進
に

よ
っ

て
大

打
撃

を
受

け
る

こ
と

に
な

れ
ば

、
農

山
漁

村
か

ら
の

人
口

流
出

は
加

速
す

る
。

地
方

創
生

に
お

け
る

地
方

拠
点

都
市

へ
の

集
約

化
の

推
進

が
主

に
第

三
次

産
業

を
中

心
と

し
た

就
業

の
場

の
確

保
が

想
定

さ
れ

て
い

る
こ

と
と

符
号

•
農

業
に

つ
い

て
は

、
法

人
や

大
規

模
農

家
等

へ
の

農
地

の
集

積
と

6次
産

業
化

・
輸

出
促

進
が

基
本

戦
略

と
な

っ
て

お
り

、
兼

業
農

家
の

農
業

か
ら

の
「
追

い
出

し
」
が

進
む

。
そ

こ
に

は
地

域
の

総
合

性
や

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

へ
の

配
慮

は
み

ら
れ

な
い

＊
産

業
戦

略
と

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

対
策

を
分

離
。

地
方

創
生

が
「
農

村
た

た
み

」
を

推
進
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産
業

政
策

と
地

域
政

策
（
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
政

策
）
の

切
り

離
し

公
共

施
設

等
の

集
約

化
・

小
中

学
校

統
廃

合

拠
点

都
市

、
コ

ン
パ

ク
ト

シ
テ

ィ
へ

の
集

約
化

地
場

産
業

の
衰

退

地
域

コ
ミ
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２０１５年度 静岡県地方自治研究所総会議案 

はじめに 

静岡県地方自治研究所は１９９６年に設立し、今年で１９年目を迎えます。 

今、日本を取り巻く情勢の特徴は、安倍暴走内閣によって「５つの不安－いのちの不安、生

活の不安、健康の不安、雇用の不安、平和への不安－」等が一層深刻になっています。 

 とりわけ、「海外で戦争する国」への道をひたすら、暴走しています。５月１４日に、 

自衛隊を随時海外に派遣できるようにする新法「国際平和支援法案」と、自衛隊法など１０

の現行法改正案をまとめた「平和安全法制整備法案」の２本を閣議決定し、１５日に国会に

提出しました。この「平和安全法制」は「平和」とは名ばかりで、まさに『戦争法案』その

ものです。自治体労働者は、「二度と赤紙は配らない」ことを決意すると同時に、国と地方自

治体の最大の責務である「かけがえのない住民の命と必要最低限の健康で文化的な生活を保

障する」ことを実現させる研究と運動が一層重要になっています。 

そのためには、「静岡県地方自治研究所」の存在がさらに輝き、「地方自治に関する研究」

が、さらに大切となっています。 

Ⅰ 国内の情勢と静岡県内の状況 

１）国内の情勢の特徴 

   昨年末の総選挙で安定多数を確保したことから、全ての政策に対して『安倍政権』の暴走

が止まりません。 

   その、典型が「戦争できる国」への暴走です。４月に訪米し、米国議会で「今年の夏まで

に決定する。」と勝手に約束してきました。 

この間、２０１３年の国家安全保障会議の設置、特定秘密保護法の制定、武器輸出の解禁、

そして、２０１４年７月に閣議決定による集団的自衛権を巡る「解釈改憲」、さらに２０１５

年の通常国会の施政方針演説で「戦後以来の大改革」と称して、明文改憲の動きと、一連の「安

保法制」の見直し等を足早に強引に進めています。一方、「アベノミクス」は、２０１４年４

月の消費税増税や医療・福祉分野での社会保障改悪の影響もあり、国民経済や国民生活を冷え

込ませ、企業間、地域間、社会各層間の格差を拡大し、貧困化を加速させています。このため、

第二段階の消費税増税を先延ばしする等しています。 

また、新たな「国のかたち」にむけた、巧妙な準備も始まっています。それが、５月発表さ

れた、日本創生会議の「増田レポート」です。人口減少時代における自治体の在り方が検討さ

れ、市町村の強い抵抗もあって道州制推進基本法が上程できない中で、「自治体消滅論」を活

用した、自治体の再編・広域連携を進める地ならしが始まっています。 

他方、国土交通省は「国土のグランドデザイン２０５０」を策定し、「選択と集中」によっ

て、三大都市圏（東京、名古屋、大阪）や３０万人規模の地方都市、拠点集落に経済機能や行

政投資を集中していく方向を打ち出しています。 

そして、６月には、「規制改革会議」「産業競争力会議」「経済財政諮問会議」の三つの会議

の議論を踏まえて、『骨太の方針２０１４』が決定され、現在その内容に沿ってあらゆる改悪

が進められています。「産業競争力会議」による『日本再興戦略』では、雇用、福祉、医療、

原発輸出に加え、農業が重点分野に据えられ、「規制改革会議」は、労働者派遣法や労働法制

の大改悪など雇用、医療と並んで農業の「岩盤規制」に「ドリルで風穴をあける」ことに執着

しています。それが、ＴＰＰの推進となっています。教育分野でも、「グローバル人材育成」

を掲げ、初等教育から高等教育まで国の関与を強め、首長や学長のトップダウン的な制度へと
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改変しました。農業委員会、農協協同組合、教育委員会、教授会等の戦後に作られ民詩主義的

組織の解体がなされています。 

９月には、地方創生に加えて、道州制の導入、国家戦略特区、地方分権改革などを指示しま

した。とりわけ、地方創生は、中期的な「国のかたち」の改造をめざしていることに注視して

いくことが大切です。今、国は地方自治体に対して一方的に数値目標を掲げ、トップダウン的

に地方自治体の政策を管理する財政誘導型となっており、地方自治体からの反発も強くなって

います。また、ビックデータの活用と共に、マイナンバー制度の導入によって、国民・住民の

個人情報の統一的管理が国主導でなされようとしています。 

また、沖縄では、米軍基地の辺野古移設反対の県民の声が、知事選や総選挙で明確に示され、

翁長知事が国に工事中止の要請しているにもかかわらず、強行に進めています。このような安

倍政権の姿勢、地方自治破壊に対して、沖縄県民をはじめ国民の批判の声は拡大しています。

今年は、戦後７０年という節目に当たる都市であり、「戦争ができる国づくり」に向けた国の

暴走を阻止する地方自治体の役割りがきわめて大きな意義を持っています。 

大阪市を解体し、府直下の５つの区に分割する「大阪都」構想の住民投票が実施されました。 

  大阪市での住民の幅広い共同と連帯のたたかいの結果『大阪市を残そう！』という一致に基

づいたうねりの声が、勝利しました。 

他方、東日本大震災の発生から４年が経過しましたが、未だに避難生活が続き、復旧・復興 

  も遅れているだけでなく、未だに、福島第一原発による放射能漏れに対処できていない状況

が続いています。 

このように、日本全体を取り巻く情勢は、安倍暴走内閣によって、憲法・地方自治が戦後最

大の危機を迎えていますが、全国各地から、反撃の狼煙が上がってきています。 

「戦争法ＮＯ！」の９条の会や民主団体の運動、ＴＰＰ反対や原発再稼働反対のネットワ 

  ークの運動、沖縄たたかい等が燎原の炎のように燃え広がろうとしています。 

   こうした時、自治体問題を研究している団体として、運動を広げるための研究や勉強会等

の企画はきわめて大切となっている中で、大きな役割を果たさなければなりません。 

２）静岡県内の状況 

   ２０１５年４月のいっせい地方選挙の県議選では、自民党は改選前議席と同じ３８議席を

確保して単独過半数を維持、民主党は改選前１６議席より減らし自民との勢力差を広げ、公

明は改選前５議席を守り、共産党は浜松市中区で新人が当選、４年ぶりに議席を奪還しまし

た。静岡県政をチェックする静岡県議会は、国の政局との関係から自民党が一定抵抗はして

いるが実質的にはオール与党体制となっており、県議会を通じて静岡県政の議論が活性化す

ることが期待されます。 

   一方、県内の自治体労働者は「集中回核プラン」等による人員削減の一方で、住民から自

治体に対する要求の強さもあり、過密労働と長時間労働が続いています。 

  また、２０１４年には、わずかながらの賃上げがされる一方で「給与制度の総合的見直しむ

による、大幅な賃下げと地域間格差拡大が押し付けられようとしています。評価制度という

成績主義の導入が提起されており、本来の「地方自治体の仕事」に対する誇りや、やりがい

が見つけられなくなっている状況も生まれています。 

   そのためにも、「地方自治体の仕事のあり方」等に対しての研究や「住民の安全・安心の暮

らしを守るための自治研活動」が重要となっています。 

  また、政令市となった静岡・浜松の合併後の検証や各市町の動向についても注視していく必

要があります。 
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 １.人口減・流出が浮かび上がらせる従来型「地域経済発展モデル」の限界 

総務省が発表した 2014 年の「人口移動報告」によると、静岡県は転出者が転入者を上回る転

出超過が 7240 人で、2 年連続の全国ワースト 2 位だった。以下表と分析は 2013 年のもの。 
県内の人口減少の状況では、山間地域や伊豆半島の自治体での減少傾向

が従来から続いているのに加え、都市部でも人口が流出しています。特

に、沼津市は県内最多の 1,239 人の転出超過となったほか、静岡市と浜

松市の両政令市も転出超過となっています。全国 21 政令都市中、転出超

過となったのはわずか 4 市（北九州、静岡、堺、浜松）だけで、静岡県

の人口減少が全国でも際立っています。 
静岡県は、東海道本線・新幹線や東名高速道路などの交通インフラが

早期に整備され、東海道の沿線を中心に、早くから企業・工場の立地が

進んできました。しかし、工場の海外移転が顕著となるなか、国内工場

の縮小の影響が大きいことなどが人口流出の大きな要因と考えられてい

ます。京都大学の岡田知弘教授（地域経済学）は、「静岡県だけの特殊な

問題ではない。日本の地域経済発展のモデルが限界に来ている」と指摘

し、「地域経済を維持するためには個性を生かした独自の産業が必要。地

域社会と行政が一体となったとりくみが必要」と述べています。 
こうしたなか、2014 年通常国会で「小規模企業振興基本法」が成立      

しました。これまでの国の中小企業支援策は「面的な支援」から、ほと   
んどの中小企業には恩恵のない「点的な支援」へと変容し、大規模開発 
や大企業偏重の優遇政策とあいまって、中小企業の活力を失わせてきま 
した。今回の基本法は、政府の言う「やる気がある事業者は支援する」 
という本質まで転換するものではありませんが、「事業の持続的発展」「小 
規模企業にも光をあてる」として、点的な支援からは対象を一定広げさ 
せたと言えるものです。この基本法に基づいて地方自治体に具体的な政 
策を策定させるものとなっており、地方自治体へのはたらきかけや運動 
の必要性がさらに高まっています。 
また人口減少のなか、リフォームや耐震補強によって住み続けられる住  

宅・店舗にするための助成制度によって住民の定着を図ろうという動き  
が全国に広がりつつあります。また全国展開の大手企業が一括 
して受注することが多い新築よりも、地元企業が受注すること 
が多く、相対的に地域経済への波及効果が高いこともあり、リ 
フォーム助成制度の充実をはかる自治体も増えています。しか 
し、国のリフォーム助成制度では事業者が 100 人以上のグルー 
プでなければ受けられなくなっているなど、大手事業者優遇、 
中小業者を締め出すことをねらった制度にしており、地域経済 
の活性化と中小業者支援の観点からは課題も残しています。 
また再生可能エネルギーの地産地消など、地域経済の循環と地元の雇用を増やす試みも活発に

なっており、静岡県内でも新たな地域経済の発展と住み続けられる地域に向けた官民のとりくみ

が少しずつ始まっています。 
 
２.「究極の構造改革」道州制を進めようとする財界と新自由主義派 
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財界と自民・公明内閣によっ

て 2000 年に入ってから急速に

推し進められた、いわゆる「平

成の大合併」で、3200 余りあっ

た地方自治体は約 1700 にまで

減少しました。合併を強制的に

進めるためのアメとして利用さ

れた、地方交付税算定の 10 年間

の特例措置が終了する時期を迎

え、また施設建設にしか使えな

いいわゆる「合併特例債」によ

る巨額の借金が地方自治体の財

政を圧迫しています。 
静岡県内でも、合併による自

治体の疲弊が深刻化しています。

十分な市民的な議論もなく、わ

ずか数年で 12 市町村が合併し

た浜松市では、旧市町村から市

中心部や他市町村への流出が加

速。特に天竜区では、2005 年の

合併直前に 1,100 人あまりだった旧龍山村の人口が 2012 年には約 850 人と、10 年足らずで 20％
以上も減少するという急速な過疎化が進行しています。また伊豆市でも、2004 年の合併から▲

11％と人口減少に歯止めがかからず、地方交付税算定の特例措置が終了を迎えようとするなか、

財政状況が逼迫しています。こうした状況は合併した自治体の多くで見られ、自治体合併による

行政改革で職員が削減され、結果的に住民サービスが低下する事態となっています。こうしたな

かで合併時の地方交付税算定の特例措置の期限を延長する声が多くの地方自治体から上がるな

ど、国による「平成の大合併」

への政策誘導の誤りを証明す

るものとなっています。 
しかし財界は、よりいっそ

うの自治体合併と地方自治の

破壊につながる道州制を導入

しようと、自公与党などへの

圧力を強めています。経団連

は道州制を「究極の構造改革」

と位置づけ、「道州制基本法」

の成立を強く求めています。

財界と自公政権がねらう道州

制は、都道府県を廃止して全

国を 10 程度の道州に分割し

た「道州制」のもとで自治体

の合併をいっそうすすめ、基礎自治体（市町村）を 300 程度にまで集約しようとしています。国
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の仕事を軍事と外交などに限定する「小さな政府」としながら権力は集中し、「地方分権」の名

のもとに、教育や社会保障などを基礎自治体に押し付けるものです。そのため、地方の財政力の

差が行政や社会保障、教育の水準に格差を生むことになり、住民の福祉の向上と増進を国家の責

任と定めた憲法 25 条の理念をも放棄するものです。 
日本創成会議の増田寛也氏（元総務大臣・元岩手県知事）を中心としたグループが 2014 年 5 月

に発表した試算では、2010 年度の将来人口推計をもとに人口流出によって過疎地などを中心に

全国の自治体の約半数が「消滅する可能性がある」としており、静岡県でも熱海市、伊東市など、

伊豆地域を中心に 4 市 7 町の 11 自治体を「消滅の可能性が高い」と分析しています。しかし、

この試算は 2010 年時点のデータを基に算出したものに過ぎないのに、その後の実態や自治体の

とりくみを無視し、予測をあたかも将来の現実かのように喧伝されていることに対し、多くの自

治体や研究者からの異論があいついでいます。 
ところが国は、道州制への移行を念頭に、人口減少の現状と「自治体消滅論」を「地方創生」

の口実にしようとしています。2015 年度の予算は、公共事業のバラマキなどの「地方創生」を

含む概算要求で 100 兆円を超える過去最大規模となっていますが、実態は 2015 年春のいっせい

地方選に向けた選挙対策だと指摘されています。安倍首相は地方創生相を新設し、地方創生を「ア

ベノミクスの効果を地方にも波及させる」ものとしていますが、地方の過疎化・高齢化を招いた

大企業偏重の政策を加速させるばかりで、消費税増税や円安が招いた物価・原材料費の高騰など

中小企業や庶民のくらしの重圧など地域経済の根本的な改善に向けたは何らの対策も打ってお

らず、首都圏と地方との格差はいっそう広がるばかりです。 
「地方創生」のなかでは、地域活性化を名目に全国の「地方拠点都市」に投資を集中するだけ

でなく、今後は人口減少地域から強制的に移住させて都市への集中を図ろうとする「コンパクト

シティ構想」も含まれるなど、自治体消滅を煽り、さらなる自治体合併への誘導に利用しようと

する「地方創生」の正体が顕在化し始めています。静岡県も県総合計画の「後期アクションプラ

ン」の中で「都市機能を集積することにより、集約型で暮らしやすい市街地の形成に取り組む」

と、コンパクトシティ構想をすすめることを掲げており、注意が必要です。 
全国町村会は「道州制は地方分権の名のもとに地方自治を否定し、新たな中央集権体制をつく

るものだ」と強く反発しており、道州制基本法の国会提出を阻止し続けています。しかし、経団

連は自民党への政治献金の再開にあたっての要求のなかに道州制の推進を掲げており、地方自治

を破壊する道州制移行へとのたたかいでのせめぎあいがいっそう強まっています。 
 
３ 人口流出を加速させる地域間格差 

地方から大都市圏への人口流出（人口減）は

深刻で、多くの地方で対策会議が開かれ、各種

レポートや諮問が次々と公表されている。なか

でも神奈川・愛知という「Ａランク」に挟まれ

た静岡県（Ｂランク）は、2013 年の人口移動

全国２位で、６,892 人も減少している。 

県は、その深刻な実態に対して有識者によ 

 るプロジェクトチームを立ち上げ、 対策を 

 検討した。その報告によれば、特に深刻なこ 

 とは、10 歳～20 歳台の若年層が著しく減少し 

 ていることだ。 
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図４ 2013年静岡県の年齢階層別人口流出状況
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計

 【図４参照】。 

「人口流出超過の原因と思われる 

もの」という問いに対する回答では、  

減少の理由として「魅力的な働き場 

が少ないから」が第１位で 43.8％。  

さらに「新卒者の就職先がないか 

ら」「働く場が失われたから」「東京 

圏や名古屋圏の方が収入を得られ 

るから」という労働に関する回答が 

上位６項目のうち４つを占めてい 

る  

【図５参照】。 

この結果を見れば、原因が 

賃金問題だけにあるのではないと

は思うが、賃金の高さも人口流出の

大きな位置を占めていることは明

らかとなる。 

こうした地域間格差を放 置・拡大させるままでは、地域は疲弊するばかりである。これでは、

安倍首相がいくら声高に「地方創生」を叫んでも、地域経済の再興にはつながらない。安倍首相

が、自信を持って掲げている政策である「地方創生」との自己矛盾がますます深刻になるだけあ

る。 

 いま全国各地で公契約条例の制定があいついでいます。バブル崩壊以降の「自治体財政危機」

を理由とした価格競争による過剰な一般競争入札が横行し、公契約事業の質の低下や、いわゆる

「官製ワーキングプア」が急激に広がりました。 
公契約条例は、施設管理も含む自治体の公共事業の発注の際に、事業者に対して一定額以上の

賃金の支払いを求める条例です。ILO の第 94 号条約（1949 年、日本は未批准）が基になる歴史

あるものですが、日本では 60 年後の 2009 年に千葉県野田市で初めて制定され、その後川崎市、

多摩市などで制定。最近では 2014 年 9 月に世田谷区で可決され、全国 10 自治体に広がってい

ます。 
公共事業の賃金水準の確保は、地域の労働者の定着と質の向上、技術の継承に寄与するもので、

中長期的には民間事業の価格水準にも反映するなど、地方での賃金水準の底上げ・下支えの効果

が期待されています。また自治体にとっては、住民の定住と安定した納税にもつながるなど、地

域経済の維持・活性化に大きな効果があると考えられています。しかし静岡県で公契約条例を制

定している自治体はなく、ほとんどの自治体では関心が低いと言わざるを得ません。県の公共事

業発注には労働者の賃金に関する条項がないなど、住民の定住と賃金水準の確保の観点が著しく

欠如しています。 
静岡県は、最低賃金の大幅な引上げとともに、公契約条例の制定などによる賃金の底上げが重

要な課題となっています。 
静岡県の賃金水準の低迷は、2014 年の春闘でも明らかになっています。14 春闘の賃上げは、

大企業中心に数年ぶりのベースアップとなったところもあり、また全国平均で 6,174 円（国民春

闘共闘）と昨年を 247 円上回っていますが、静岡県では 3,875 円（県春闘共闘）と昨年を 29 円

下回りました。静岡県産業部労働政策課の調査でも 5,541 円と、全国平均を大きく下回っていま

※「静岡県の人口減少対策への提言」より抜粋 
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す。県内の景気動向指数も「改善」から「弱含み」に後退するなど、特に昨年 4 月の消費税増税

後の経済指標は大きく悪化しています。総務省の家計調査では、勤労世帯の実質収入は実質 6.6％、

可処分所得は 8.0％も減少するなど、生活実態の悪化が数値にも表れています。 
こうした状況のなか、昨年 8 月 7 日に 2014 年度の人事院勧告が行われ、国家公務員賃金はわず

かながらとは言え 7 年ぶりの引き上げ勧告となりました。その後の静岡市、浜松市の地方人事委

員会勧告でも同様の勧告が行われています。いっぽうで、2015 年 4 月から国家公務員の賃金を

平均 2％も引き下げる「給与制度の総

合的見直し」も勧告されており、地域

経済への影響が強く懸念されています。

静岡自治労連が静岡県産業連関表を用

いて試算したところ、「総合的見直し」

が県内の地方公務員や人事院勧告に準

拠した民間労働者にも適用されて賃下

げとなった場合、133 億円以上の生産

減退と、81 億円以上の県内 GDP のマ

イナスにつながることが明らかになっ

ています。 
14 人事院勧告に対しては地方三団

体（全国知事会・市長会・町村会）が意見を表明しています。このなかで「地方において公務員

賃金に準拠した事業所が多い」ことを認め、そのうえで「官民を通じて地域間格差が拡大する」

「地域経済の活力が奪われ、若年層などの人口流出に拍車がかかる」ことへの強い懸念を述べて

います。 
公務員賃金が地域経済と民間労働者の賃金に大きな影響を及ぼすことは以前から言われてきま

したが、地域経済活性化の視点からも、あらためて官民あげての賃金引上げが重要視されていま

す。 
 
４．医療・介護総合推進法で国の責任放棄、地方に押し付けられる負担 

 
2014 年 6 月、安倍自公政権は、19 本もの法案を一括審議したうえの強行採決で、「医療・介

護総合推進法（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に

関する法律）」が可決されました。全国の地方自治体から反対や懸念の声があいつぎ、また国会

でもすべての野党が反対するなかでの強行可決という異常な国会運営の末に成立した法律です。

医療・介護総合推進法は、急性期医療・重症患者の病床を全国で 2 年間で 9 万床も大幅に削減し、

入院できる期間を現行よりもさらに短くするなど、在宅医療へと誘導するものです。また、介護

保険のサービスを「重度の要支援者の重点化・効率化」をはかるとして、要支援認定者の介護サ

ービスが介護保険給付から切り離され、地方自治体の包括支援事業に丸投げされようとしていま

政府は医療・介護総合推進法に基づく「基本方針」を了承。このなかで「限りある資源の効率的

かつ有効的な活用」「給付と負担のバランスを図りつつ、制度の持続可能性を確保」などと謳い、

医療・介護サービスの切捨てと負担増を進めていくことなど、そのねらいをあらためて強調して

います。医療・介護における国の役割を方針の策定と財政基金の支援だけに限定し、サービスの

体制整備や提供は地方自治体に押しつけるものと言えます。「国の責任放棄、地方自治体への押

しつけ」は、道州制をにらんで、さまざまな分野で「地方分権」の名の下に進められていますが、
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医療・介護総合法案提出時の厚労省の「概要」 

自治体の年齢人口構成や財政力によって地域間格差が拡大し、利用者のいっそうの負担増大や介

護を受ける権利の侵害も懸念されています。 

そういった点を見ても「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生

の向上に務めなければならない」と定めた憲法 25 条に違反する法律であり、「自立・自助」を強

要し、権利である社会保障から国民を締め出すものです。 
また、消費税増税を財源として新たに作られる基金は、「病床削減」などのサービス切捨てを進

めるためのものであることが明記されており、消費税増税が社会保障の充実のために使われると

いう政府のウソは、ここでも明白になっています。 
医療・介護総合推進法により、静岡県の医療・介護がどうなっていくのかについて、県は「法

に基づき、県内の病院に今後の病床計画を報告してもらうが、その報告によって病床数の強制や 

ペナルティを課すことはない」と説明しています。しかし、法に基づく基本方針などに沿ってい

くことで、病床削減に拍車がかかることは明白です。 
静岡県では、障碍者自立支援法に基づくとして、他県には見られない障害者の医療費の自己負

担（一受診につき 500 円）がいまだに強いられています。県民大運動の要請行動のなかで川勝知

事が自己負担廃止に同意しているにもかかわらず、県は制度に固執しており、せめぎ合いが続い

ています。2014 年度の県予算では、福祉医療助成費が 5 億 9000 万円も削減されましたが、障

害者自己負担は 3 億 4000 万円で実現できるもので、この削減額を圧縮すれば実現できるもので

す。 
2013 年の秋、静岡市は、静岡と清水の 2 つの市立病院を独立行政法人化（独法化）すると突

如発表しました。特に静岡市立病院は、第三者機関の「経営形態最適化検討委員会」でこれまで

に「公営企業法全部適用（全適）が望ましい」とされていたにもかかわらず、市は議会で「全適

化は延期し、あらためて検討」と答弁していました。しかし今回は全適を飛び越えて一気に独法

化するという乱暴な計画です。独法化に疑問を持つ市民が、拙速な独法化計画を撤回するよう求
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めて声を上げはじめましたが、市は反対運動の拡大を恐れて、当初予定したよりも早め、2013
年末に独法化方針を決定しました。 
静岡市は、2017 年に黒字の静岡病院を黒字転換させた後の 2020 年度以降に清水病院を独法化

しようと、計画を急いでいます。これに対して、独法化によって医療格差が拡大したり、不採算

医療の縮小など地域医療の中核を担う公立病院としての役割が果たせなくなったりすることを

懸念する声が高まり、「市民の会」が立ち上がり、静岡市立病院を直営のまま存続させることを

求める請願を行ってきましたが、市議会で否決されています。 
 
５．社会保障制度解体の進行、生活保護制度と公的保育制度の変質 

2013 年秋の臨時国会で生活保護制度が改悪され、国民が生活保護を受ける権利を大きく制限

するものに変質しました。この改悪は、生活保護を、

国が保障する責任から申請者の自己責任にするもので、

申請書に書類提出を義務付けて追い返す「水際作戦」

の合法化、扶養義務者に収入資産の報告を求めるなど、

事実上、扶養を生活保護の要件にしています。しかし

制度改悪に反対する国民の根強い運動により、「水際作

戦はあってはならない」などの附帯決議を付けさせて

います。 
「生活困窮者自立支援法」と併せて超低賃金のワー  

キングプア拡大する「自立支援プログラム」で劣悪な 
就労を強要しています。そのうえ生活保護受給者の状 
況を密告させるなど、市民を相互に監視させるための 
「生活保護ホットライン」を設置して、保護申請や相談に行きづらい状況を作り出し、生活保護 
の抑制をねらっています。自民党の政策には、生活保護を「自助・共助」の自己責任の制度へと 
変質させることが明記されており、国民が生活保護を受ける権利から締め出そうとするものであ 
ることは明らかです。 
県は、静岡県内には「ホットライン」が設置された自治体はないとしており、「相談があった

らしないように指導する」「密告制度に効果はない。必要なのはケースワーカーの増員」と回答

していますが、国民の最後のセーフティネットであり、社会保障制度の根幹を成す生活保護制度

の拡充と、社会保障を受ける権利の侵害を許さない国民的な運動があらためて求められています。 
2012 年に「社会保障と税の一体改革」と併せて成立した「子ども・子育て支援新制度」の本

格施行が 2015 年 4 月からはじまっています。「支援新制度」は、自治体の責任が子どもの保育

時間の認定を行うだけに狭められるため、保育

所探しが保護者の自己責任になりかねません。

民間事業者が保育分野に容易に参入すること

ができ、また自治体も保育所を廃止して民間に

丸投げする動きが強まることが懸念されてい

ます。 
保育所以外の施設や事業（こども園や小規模  

事業所、預かり保育など）では認可基準も下が  
り、無資格者が保育に従事する可能性も指摘さ 
れており、子どもの権利を守り、育ちを保障す   
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る従来の公的保育制度の趣旨から 180 度反対を向いて、格差拡大を助長し、保育を儲けの道具 
とするものに変質させるものです。静岡県内における私立幼稚園のこども園への移行はわずか 
14％。その要因について、県は「運営に不安があるため」と県議会で答弁しています。 

2015 年 4 月、静岡市が原則全幼稚園・保育所を「幼保連携型認定こども園」に移行させるこ

とを決め実施しています。教育である幼稚園と、福祉である保育所を強引に一緒にする幼保連携

型認定こども園を、わずかな期間で移行させたもので、現場で混乱も起きています。静岡市では、

「保育教諭」を新設し、保育士と幼稚園教諭の移行、保育と幼稚園教育の統合を急いでいますが、

制度の矛盾や従来の制度との齟齬も多く、制度そのものの理解もすすんでいないため、子どもと

保護者にわかりづらく、保育士や幼稚園教諭にも大きな負担を強いています。 
いっぽうで浜松市は、新制度移行を機に幼稚園を段階的に統廃合する計画を明らかにしました

が、住民の猛反発によって方針を事実上撤回する事態になるなど、県内各地で新制度施行をにら

んだ動きと歪みが顕在化しています。 
 
６．県民のくらし悪化、県政への関心の低下 

消費税増税などの国民負担増と社会保障制度の解体など、道州制への移行に向けた動きが加速

するなか、県民のくらしも悪化傾向をたどっています。静岡県が９月に発表した県政世論調査で

は、暮らし向きが「悪化した」と回答したのは 45.4％で、前年を 3.1 ポイント上回りました。そ

の理由について「給料や収益が増えない、または減った」との回答が 59.5％と最も多く、次いで

「税金や保険料の支払いが減らない、増えた」が 42.4％、「毎日に生活費が増えた」が 37.8％と

続いており、14 春闘での賃上げが大企業中心にとどまっており、また、2014 年 4 月からの消費

税増税が生活を直撃している実態が浮き彫りになっています。 
また、日常生活の悩みや不安を「感じている」との回答が 75.9％と、4 年連続で 7 割を超えてい

ます。悩みの内容は「自分や家族の健康」59.9％、

「老後の生活設計」57.3％、となっているほか、

「今後の生活費の見通し」も 50.1％と 5 割を

超えるなど、県民の生活は非常に苦しくなって

いると言えます。そのいっぽうで「東海地震な

どの災害」と回答したのは 39.3％と、東日本

大震災以降で初めて 4 割を切りましたが、これ

は災害に対する安心感が増したのではなく、前

出のとおり、より身近な不安に直面しているた

めと考えられます。 
県政への関心度は、「非常に関心がある」「ま  

あまあ関心がある」を合わせた関心層が 
59.3％と、この 5 年間で初めて  
6 割を切りました。反対に「あ 
まり関心がない」「全く関心が 
ない」の非関心層が 34.3％にも 
なっており、この 5 年間で最多 
となっています。関心のない理  
由については、「自分の生活に関係ないから」との回答が 19.7％にものぼっており、県政が自ら

の生活に密着していると感じられない層が増えていることは地方自治、特に住民自治にとって危
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機的な状況であると言わざるを得ません。 
国の「統計でみる都道府県・市区町村の姿 2014」によると、2011 年度の静岡県の県・市町の

住民税は全国 8 位、固定資産税は 4 位など、財政力指数は 7 位で、依然として高水準を保ってい

ます。しかし、その使途を見ると、社会福祉費 44 位、民生費 45 位、65 歳以上の一人あたりの

老人福祉費が 44 位、児童福祉費にいたっては全国最下位と、県民のくらしに直接かかわる予算

はきわめて低水準となっています。 
こうしたオール与党の県議会の下、県民本位でない県政が県民の政治への関心度を遠ざけ、ま

た賃金格差の拡大とあいまって人口の流出という事態を招いていると考えられます。 
 
７．富士山の世界文化遺産登録、県政に及ぼす光と陰 

富士山が世界文化遺産に登録されてから３度目の夏が終わりました。富士山に近い地域だけで

なく、静岡県、山梨県のさまざまな場所で、「世界文化遺産・富士山」の文字と富士山の姿が踊

る横断幕やポスター、ノボリが街を彩っています。しかし、世界文化遺産登録時に、富士山には

大きな「宿題」が課せられていることは、意外と多くの県民に知られていません。それは、2016
年 2 月までに世界遺産センターに「保全状況報告書」提出を義務付けられていることです。 
この宿題に対し、静岡・山梨両県は、協議機関でも検討をすすめています。しかし、両者の思惑

の違いもあり、一致したとりくみになっていないという問題も指摘されています。2014 年の開

山でも、山梨県の観光戦略と静岡県の考え方の違いによって開山

時期が異なるなどの実態もありました。また、トイレ問題など富

士山の環境負荷を軽減させるための措置の課題も、十分な進捗と

は言えない状況にあります。環境負荷軽減の課題にとって幸いだ

ったのは、14 年は天候不順により、登山者数が昨年比で大幅に

落ち込み、環境負荷対策の具体化なしに乗り切れたことですが、

これも課題の先送りでしかないことは明白です。 
さらに文化遺産登録が、ほぼ観光振興の道具になっている  

ため、東富士演習場がオスプレイの飛行訓練の場となろうと 
している文化遺産への逆行ともいえる実態に対し、何らの有 
効的なとりくみも見られていないことも大きな課題といえま 
す。 
これらの課題に一定の道筋を見出さなければ、いわば「仮免  

許」の世界文化遺産である富士山は、その称号をわずか３年で

返上することになりかねません。 
そうした事態にならないため、住民の立場からも静岡・山梨両県

に具体的な取り組みを求めていくことがきわめて重要です。この立場から昨年６月に開催された

「富士山世界文化遺産登録を考えるシンポジウム」などで明らかになった課題を、静岡県や関係

自治体に提案し働きかけていくことが急がれています。 
 
８．浜岡原発再稼働と「原発ゼロ」、再生可能エネルギー普及をめぐる情勢 

安倍政権が「原発ゼロ」を否定して、原発を「重要なベースロード電源」と位置づけ、原子力 
発電所の再稼働と海外への輸出する原発推進政策を強行するなか、国内の全ての原発が停止する 
状態を転換させるため、その先鞭をつけるための標的となったのが鹿児島県に立つ九州電力・川 
内原発です。原子力規制委員会は原発の早期再稼働のため、再稼働が比較的容易とされる川内原 
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発を優先的に審査してきました。しかし、2013 年に策定された「新規制基準」は、施設が基準 
に適合しているかを審査するに過ぎず、最も重要であるはずの住民の避難計画の策定やその内容 
は全く問われないまま「合格証」が出されました。しかも、規制委員会自身が「（審査に合格し 
ても）絶対に安全だとは申し上げられない」としているにもかかわらず、安倍政権は「合格証」 
を理由に川内原発を再稼働しようとしています。 
各電力会社は、川内原発に続いて多くの原発の再稼働がねらわれていますが、そのなかには御 

前崎市の中部電力・浜岡原子力発電所も含まれています。中部電力は浜岡原発停止後にも、防波 
壁の建設を含む安全対策を完了して再稼働を申請することを公言していましたが、対策完了が 
2015 年 9 月にせまるなか、14 年 2 月に原子力  
規制委員会に事実上の再稼働を求める安全審 
査を申請しました。しかし、浜岡原発にかかる 
避難 計画の進捗は 0％のまま全くすすんで 
いません。 
県のシミュレーションでは、31Km 圏内の

90万人の避難には28時間かかると想定されて

いますが、実際には道路等の損壊による渋滞な

どにより、避難完了までに 2～3 日はかかると

されており、現実的な避難計画が策定できない

ことは明らかです。 
昨年 6 月に行われた県民世論調査では、浜岡原

発の再稼働を「支持しない」が 56.5％と過半

数となり、「支持する」の 24.6％を大きく上回

っています。また周辺自治体の首長の多くは再

稼働に否定的、または慎重な見解を示しており、

15 年 9 月に向けた住民の世論を盛り上げてい

く運動が求められています。 
静岡県は、浜岡原発の原子力災害発生時の避  

難計画を含む、静岡県の防災・減災対策に向け 
た総合計画である「アクションプラン 2013」 
を 2014 年 5 月に策定しました。県は第 4 次被 
害想定で東南海トラフを震源域とする地震 
を・津波をレベル 1 と 2 に区分し、南海トラ

フを震源とするマグニチュード 9 程度の巨大地震 
であるレベル 2 では、約 10 万人の死者が出ると推定。2022 年度末までの 10 年間で、犠牲者を 
8 割減少させることを目標にハード・ソフトのとりくみを強化するとしています。 
原発再稼働の動きが高まるなか、2014 年 5 月に、ひとつの重要な判断が福井県で示されま 

した。福井地裁は、関西電力の大飯原発の運転差し止めを求めて住民が訴えた裁判で、福井地 
裁は「生存を基礎とする人格権は憲法上の権利であり、法分野において最高の価値を持つ」と 
述べ、「豊かな国土とそこに国民が根を下ろして生活していることが国富であり、これを取り戻 
すことができなくなることが国富の喪失である」「極めて多数の人の生存そのものに関わる権利 
と、電気代が高い・低いの問題とを並べた議論の当否を判断すること自体、法的には許されない」

と断じ、運転差し止め請求を認めました。 
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静岡県は、太陽光・風力発電を中心に、再生可能エネルギーの普及を進めています。特に太陽 
光については、浜松市が全国トップクラスの日照時間など有利な点があり、また 2012 年から始 
まった電力 FIT（固定価格買取制度）の効果もあって、導入が大幅に増加しています。2013 年 
6 月末時点で、当初目標としていた設備容量 30 万 kW を超える 35.6 万 kW を達成し、2020 年 
度末の達成目標を 90 万 kW に大幅に引き上げています（2015 年度に 110 万 kW に再度引き上 
げを計画）。また風力発電も 2012 年度末には当初目標の 14 万 kW を超えており、現在は 2020 
年度末までに 20 万 kW に目標を引き上げています。いっぽうで、太陽熱利用やバイオマスエネ 
ルギー発電・利用などについては遅れや停滞が出ているとしています。また、太陽光発電ではメ 
ガソーラーの誘致など大規模発電が重点施策となっていますが、エネルギーの地産地消と地域経 
済の活性化と循環の観点から、県内企業や住民参加型の再生可能エネルギー普及のとりくみが求 
められています。また 2014 年 9 月、九州電力が 10ｋW 以上の新規契約の回答を保留する意向 
という報道がされるなど、電力送発電の自由化と原発の再稼働をにらんで、電力会社各社が再生 
可能エネルギーの比率を高める流れに逆行する動きを見せ始めていることに注意が必要です。 
浜岡原発の再稼働が予断を許さない状況のなか、富士市の旧日本製紙工場跡地に、中部電力と

日本製紙、三菱商事が計画する、首都圏などへ

電力供給するための新しい石炭火力発電建設が

着工されました。建設計画に反対する住民グル

ープが調査をしたところ、景観や環境への不安

から、現地周辺地域の住民の 9 割が反対してお

り、反対署名も多数寄せられていますが、市議

会でまともな議論もされないままの着工となり、

市民からは大きな怒りや疑問の声が上がってい

ます。 
 

９．静岡空港と空港新駅計画をめぐる動き 
開港から６年を迎えた富士山静岡空港は、最も搭乗者数

が落ち込んだ 2011 年度の 41 万人は上回ったものの、開港

時の目標 138 万人どころか、現在の目標である 70 万にも到

底及ばない 46 万人足らずに留まっています。県は有効な対

策を立てることもできないにもかかわらず、空港への巨額

の税金投入をやめようとしません。川勝県政がすすめる 8
年間の総合計画（当初は 10 年間）の「後期プラン」では、

静岡空港を「災害時の拠点として活用する」ことなどを理

由にいっそう活用する。つまりは税金を投入していく姿勢がうかがえます。また 13 年度には、

指定管理者だった空港ターミナル施設を県の直営としましたが、これはターミナル施設の運営を

今後、民間委託するためのものであると見られており、後期プランには「公共施設等運営権に基

づく民間主体の空港経営への移行に向けた検討」と謳われています。 
静岡空港直下に東海道新幹線の新駅を建設する計画があらためて浮上しています。川勝知事は

「静岡空港の利便性拡大、災害対応のため」として空港新駅建設に向けて意欲を示していましたが、 
2014 年 7 月には自民改革会議の県議を中心に空港新駅設置推進の議員連盟が設立されたことを

うけ、県として昨年 9 月の補正予算で空港新駅設置に向けた調査費を計上しました。いっぽうで、

昨年 6 月に就任した JR 東海静岡支社の新社長は、掛川駅からわずか 15Km しかない場所に新駅
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を設置することの非合理性や地質・地形的に工事が困難であることから、「新駅を造る考えがな

いのは一貫している。全く変わっていない」と主張するなど、新駅推進派との意識は大きく乖離

したままです。 
静岡空港と空港新駅問題は、今後の静岡県政の大きな課題として世論を高めていく必要があり 

ます。 
 
10．リニア中央新幹線計画の県内への影響と住民運動の高まり 

１昨年、JR 東海が具体的なルートや建設予定を公表したことで、現実性が高まっています。

いっぽうで、建設工事に伴う自然環境や住民生活への影響など、さまざまな問題点が指摘される

ようになっています。 
JR 東海

の リ ニ ア

中 央 新 幹

線 計 画 で

は、東京・

品 川 か ら

名 古 屋 ま

で の 約

286Km の

うち 86％
が ト ン ネ

ルという、

き わ め て

難 度 の 高

い 工 事 と

な っ て い

ます。静岡

県 内 に 駅

が 造 ら れ

る こ と は

ありませんが、静岡市の最北に近い南アルプスの地下を 22Km にわたって通過する計画となっ

ています。この工事で発生する残土は約 5860 万㎥（東京ドーム 46 杯分）にもおよぶと試算さ

れており、静岡県には、そのうちの 360 万㎥の残土が置かれるとされています。この残土の置き

場とされている標高 2000ｍの扇沢などは、地震や大雨による土砂崩れや土石流が発生する恐れ

があると指摘されており、住民や環境への影響も懸念されています。 
地下のトンネル工事により、地下水などへの影響も心配されています。特に大井川では、この

工事による毎秒 2ｔ（1 日 17 万ｔ）と、17％もの水量が減少すると予想されており、流域の住

民生活や漁業等への影響が懸念されています。 
さらに、着工から完成までの 10 年以上にわたって工事現場には膨大な数の工事用車両が、毎

日絶え間なく走り続けることになるため、周辺住民の健康や安全も危惧されています。 
環境破壊に伴う別の問題も懸念されています。2014 年 6 月、ユネスコは、静岡市など 10 市町

村にまたがる南アルプスを「ユネスコ エコパーク」に登録しました。そのため、リニア中央新
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幹線による環境汚染などに対する課題はさらに山積することになります。 
また、地下深くを非常に高速で走行するために災害時などの乗客の安全性が指摘されているこ

と、従来の新幹線と比べてもきわめて大きな電力を必要とすることから原発再稼働と一体となっ

てすすめられている問題などが指摘されているほか、9 兆円とも言われる工事費をだれが負担す

るのか、税金は投入されないのかなど、「そもそも」の根本的な疑問に対しても十分な答えが示

されていません。また、大阪までの延伸工事が完了するとされる 2045 年には、日本の人口が約

3000 万人減少すると予測されているにもかかわらず、需要予測では現在の東海道新幹線の 1.5
倍が見込まれているなど、計画の採算性にも強い疑問が示されています。さらにリニア中央新幹

線が開通することによって、現在の東海道新幹線がその役割を大きく後退させ、利用者の大幅な

減少による運行便数の減少とともに、静岡県がいわば「裏街道」になってしまうなど、県内への

影響も避けられません。 
多数の問題点を抱えるリニア中央新幹線計画は「白紙撤回すべき」という声が住民のなかから強

まっています。しかし、住民の声や関係自治体からとして上げた意見に対し、JR 東海は「環境

への影響の低減に努める」「今後対応を検討していく」など、抽象的な回答に終始しています。

にもかかわらず、国土交通省は JR 東海に対して工事着工を認める決定をしており、JR 東海は

建設を強行する構えを崩していませんが、これらの問題点を受け、当初 2014 年秋にも工事着工

するとしていた計画を断念。2014 年内の着工も難しい状態となっています。 
リニア新幹線問題は、自然環境や住民生活への影響が極めて大きいにもかかわらず、周辺地域の

住民や専門家の意見などをほとんど聞き入れず、また国も JR 東海も、影響の大きさを住民に知

らせないまま既成事実化しようとしています。自然環境、住民生活、経済への影響が懸念される

なかで、巨額の工事費をかけてまでリニア中央新幹線を建設する必要があるのかをきちんと住民

に問うことが、地方自治の課題としていま求められています。 
 
11．「戦争する国づくり」のためにオスプレイ配備し、海外派兵型の基地に 

安倍政権の集団的自衛権行使容認の閣議決定が行われた後、日米政府は昨年 10 月に新たな「ガ

イドライン」改定の中間報告を行いました。このなかでは米軍への武器・弾薬の提供や戦闘機へ

の空中給油などの対米支援拡大などを含め、米軍とともに海外で戦争する国に向けて、米軍と自

衛隊の一体化、共同作戦態勢をさらに強化しようとしています。 
その一環として全国で展開されようとしているのが、V-22「オスプレイ」シリーズの配備と飛

行訓練です。オスプレイはヘリコプターと同様に垂直離着陸機ですが、飛行モードに転換させる

ことでヘリコプターよりも高速に長い距離を飛ぶことができます。この構造を採っているため、

オスプレイには飛行中にエンジンが停止した場合に安全に着陸できる自動回転（オートローテー

ション）機能がないという構造的欠陥を抱え、「最も危険な航空機」とさえ言われています。 
オスプレイは、沖縄への配備が 2012 年に強行された後、沖縄県内では市街地上空の飛行はもち

ろん、22 時以降の夜間飛行も常態化しています。米軍による危険な訓練の中止に対し、日本政

府は負担軽減を口実に全国各地に訓練を移転させようとしていますが、これは従来の戦闘輸送ヘ

リ（CH46E）よりも格段に航続距離が長いオスプレイの運用に際して米軍がもともと想定した

ものであり、沖縄の負担軽減は後付けの口実でしかないのは明らかです。 

33



オスプレイの飛行訓練には、全国 7 本のルートで行われる低空飛行などの各種訓練が挙げられ

ていますが、その本土訓練に使用するとされているのが山口県の岩国基地、そして御殿場市、裾

野市、小山町にまたがる東富士演習場に

ある米軍基地「キャンプ富士」です。2014
年 7 月、オスプレイの全国展開の開始と

ともに米海兵隊の MV-22 が厚木基地か

らキャンプ富士に飛来。しかもこのとき

には、オスプレイの「安全宣言」の日米

合意に反して、住宅街をヘリモードで飛

行しているのが目撃されています。 
訓練を行うということは、基地の恒  

久化につながるものであり、地元と国 
の間で交わされている「東富士演習場 

全面返還の方針を堅持することにより、 

東富士演習場において日米共同訓練を 

恒常化し、日米共同演習場化しないこ 

とを確認する」といった合意に、明ら 
かに反するものです。御殿場市長は、 
基地恒久化につながるオスプレイの飛 
行訓練基地化に対して「信頼関係を損 
なう。突然オスプレイが飛来するような

ことはあってはならない」と懸念を示し、また静岡県の 
川勝知事も「地元無視で一方的だ」との見解を述べています。 
いま安倍政権は、自衛隊へのオスプレイ導入を急速にすすめようとしています。これは「島嶼 

防衛」などのために水陸機動団（海兵隊）を大幅に強化して、米軍との共同行動を強めていこう 
としています。米軍だけでなく、自衛隊にも多くのオスプレイが配備されていけば、基地周辺や 
飛行ルート近辺での危険はいっそう高まります。いま全国の自治体で「オスプレイ配備反対」の 
一点での共同が広がり、静岡県でも「富士の麓にオスプレイは要らない」と住民が広範な運動が 
続いています。オスプレイ導入と日米同盟の深化のねらいをつかみ、地方自治体と住民が共同し 
て配備撤回、全国的訓練の中止を求める運動が求められています。 

 
12．２年連続で「実施要領違反」の学力テスト結果公表問題 

2013年の全国学力テストで、一部教科において静岡県が全国最下位となったことを受け、2013 
年９月、川勝知事は上位 100 校（実際の公表は 86 校）を公表しました。しかし、学力テストの

実施要綱では自治体別・学校別の成績公表を禁止しており、これに違反する結果公表が大きな問

題となりました。 
教育現場では、学力テストでの順位を上げるため、異常な「テスト対策」に労力を注ぎ込んで

きました。過去に出題された試験問題を解かせる「テスト慣れ」を全校で何度となく実施させる

学習塾のような対策を行う自治体があいつぎ、なかには小学校 6 年生の学力テスト対策として、

小学校 5 年生の夏休みの宿題に小 6 の過去問題の実施を課す自治体もありました。 
これらの異常な対策により、2014 年の静岡県の学力テスト結果は 13 年を上回りました。ところ

が県教育委員会は、市町の教育委員会の同意を得ずに県に調査結果のデータを提供。それをもと
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に川勝知事は、県教委および市町の教育委員会の同意を得ずに独断で学力テスト結果（小学校の

市町別正答率、上位校の校長名）を公表しました。 
これに対し、全教静岡、新婦人静岡などが「実施要領違反」で抗議。また、沼津市長は「公表

はルール逸脱。数字の一人歩きを恐れている」と述べたほか、県校長会会長は「市町間のおかし

な競争意識や序列化につながる」、県内の教員から「数字だけの公表が続けば、即効性のあるテ

スト対策に頼る恐れがある」との懸念も聞かれるなど、県内はもとより県外からも多くの抗議や

疑問の声が上がりました。 
文部科学省の下村大臣も「知事であれば何で   

も権力で公表できると勘違いしている」と批判。 
これに対して川勝知事は、「学力は教員次第」 
と決めつけ、他の要因をほとんど考慮しない従 
来の姿勢に固執し、「何のための調査か」と反論  
しています。ところが加藤県教育委員長は「政治 
家が信念を持ってやることに『してはいけない』 
とは言えない」などと発言。全教静岡などは「県 
教委は政治的中立性を放棄し、調査結果データを 
知事に提供し、独立性・信頼性を損ねた」と強く 
抗議しています。 
全国学力テストについて、文科省はこれまで市町村別・学校別の成績公表を禁止してきました

が、一部自治体の要望に押される形で公表が解禁され、市町村教委は学校別結果の公表が、都道

府県教委も市町村教委の同意があれば、市町村別と学校別を公表できるようになっています。た

だし公表する場合は、平均正答率などの数値だけでなく、結果の分析や改善策もいっしょに公表

するよう定め、一覧表や順位付けも禁じていますが、これは「過度な競争をあおる」ことや「学

校や市町村の序列化につながる」ことが懸念されているためです。 
しかし、学テスト結果の公表を加速させかねないのが、首長の関与が決定的に強まる 2015 年 4 
月からの教育委員会制度の改悪です。全国学力テストの実施要領に基づくというだけでなく、教 
育の本来の目的から逸脱し、結果だけを求める学力テストの在り方そのものを議論の中心にクロ 
ーズアップさせていくことが求められています。 
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Ⅱ、２０１４年度  事業・活動報告 

１、研究・事業活動 

１）地方自治体に関係する研究・学習会・セミナー等の開催はできませんでした。 

・２０１５年４月に一斉地方選挙(静岡県会議員選挙 市町議員選挙)が行われるため、

静岡県政や市政、町政の問題点や政策についての研究は、具体的な取り組みまでには

至りませんでした。また、理事の皆さんの専門性を活かした研究活動も出来ませんで

した。 

・リニア中央新幹線問題については、引き続き、影響を受ける地域・住民と共同で、 

８月に島田市で約５０名の参加で学習会を開催しましたが、その後の取り組みも 

弱く、具体的な検証・研究までには至っていません。なお、３月に国会で開催さ 

れた「沿線住民の集い」に参加しました。引き続き、現地調査や関係する他県と 

の交流が重要になっています。 

また、『富士山世界遺産』を考える講演とシンポジュームを、東部地域の会員 

     等の協力を得て、６月２１日に富士市で約４０名の参加で開催しました。そして、 

そのシンポジュウムの成果を、１０月に開催された、第１８回静岡地方自治研究 

集会での分科会や１月に静岡県知事あてに要請書（政策提案）を提出し、担当課 

との交渉も行って来ました。 

・各地域における地方自治の研究活動を支援し、援助することはできませんでした。 

２）第１８回静岡地方自治研究集会を住民団体と共に開催しました。 

１０月１８日（土）静岡労政会館等を会場に、『生かそう！憲法、守ろう！住民自治』

をメインテーマに、自治体労働者、住民等１１０余名が参加しました。 

記念講演は、鈴木浩福島大学名誉教授が、『地域の再生と自治体の役割り－東京電力福

島原発災害と復興政策の在り方』と題して講演しました。また、基調報告を小泉治事務

局長が提案し、午後から６つの分科会が行なわれました。 

今回は、これまで学習会等を取り組んで来た、リニア問題と富士山世界文化遺産問題

の分科会を新たに設けました。まだまだ取り組みが不十分な点もありますが、多岐にわ

たるそれぞれの分野について、討論していくことの重要性を認識しました。 

     なお、自治体労働者の参加が少ないことや市民への参加の訴えが弱い事も反省し 

なければなりません。 

   ３）所報の発行は、まとめて１回のみの発行(２０１５年３月)となりました。 

今後は、総会や学習会等の開催後に速やかに発行するように心がける必要があり 

ます。なお、会員からの投稿はありませんでした。 

４）共同・交流の促進 

    ・ 静岡自治労連加盟単組・自治研推進委員との共同は、自治研集会で実行委員会の中で

連携をして来ましたが、自治労連からの参加が少ないことを克服する必要があります。 

・ 自治体問題研究所と地方自治研究機構との共同を強めます。 

「住民と自治」、「自治と分権」の読者拡大については、実現できませんでした。自

治体学校ｉｎ仙台には静岡県内から２７名人が参加しました。 
・ 県内市民・住民団体との共同は、進みませんでした。又、講師の紹介等について 

は依頼もありませんでした。 
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 ２、理事会・事務局体制の充実、組織の拡大・強化 

  １） 理事会は、年２回しか開催できませんでしたが、自治研集会の実行委員会開催に併せ

て打ち合わせを行ったり、事務局会議を開催して対応を協議しました。しかし、理事の

補強は出来ず、理事会への出席率の改善は図られませんでした。事務局体制も強化が出

来ませんでした。 

２)  会員は、現在、団体会員１２団体、 個人会員９４人（５人退会、２人入会 ２ 

０１５年５月３１日現在）です。退会の理由は、「年を取り活動等が出来ない。」「直 

接地方自治の仕事にかかわりが無くなった。」等でした。 

      一方で、リニア新幹線問題への取り組みや富士山世界文化遺産のシンポジューム等を

取り組む中で、入会もありました。 

   ３） 会費の納入については、１００％納入をめざしましたが、約半分の納入でした。（ ２０

１４年度の会費未納会員は５７人）なお、長期未納の会費も増えています。そこで、過

年度の未納者については、２０１４年度の会費納入と併せて所報送付と共に依頼してき

ました。 

会費の納入状況と支出状況（２０１５年５月３１日現在） 

納入状況  

団体 １０団体（昨年 １０団体） 未納  ５団体（昨年 ２団体） 

個人 ６４人分（昨年 ５４人）  未納 ３０人 （昨年 ４９人） 

会費の納入については、１００％納入をめざし、所報送付時に会費未納状況を掲載

し「払票」を同封し、お願しました。その結果、２０１４年度の納入者の中で過年度

の会費納入や２０１５年度分を納入していただきました。しかし、２０１４度の納入

率は全体で６９．１％です。その内訳は、団体会員が７６．９％、個人会員が６８．

０％でした。昨年より若干改善がされつつありますが、団体会員の減年度の未納と個

人会員の未納が相変わらず多くなっています。なお、長年の未納会員については、納

入依頼の中で退会を希望する場合は、過年度の会費の納入をお願いし、退会の有無を

「払票」に書いていただきました。 

     支出状況  

事業費(所報等)が、支出の８５．１％（昨年 ５１．４％）を占めました。又、予算 

額を３１，９１３円増となりました。これは、リニア新幹線問題、富士山文化遺産問 

題での取り組みを進めたことが大きな原因です。又、富士山文化遺産問題でシンポジ 

ュームの開催経費は、静岡自治労連の特別会計（地方自治研究所会計）から支出して 

いただきました。 

総会費、資料費、事務費は、１４．８％（昨年 ３４．５％）でした。 

また、理事会の交通費や第１８回静岡地方自治研究集会の経費については、静岡自治 

労連の特別会計（地方自治研究所会計）から負担していただいています。 

 

 

３、活動日誌（２０１４.６.1～２０１５．５．３１） 

６月 ４日（水）１８：００～２０：００ 第１８回静岡地方自治研究集会 

第２回実行委員会  県評会議室 

６月２１日（土）１３：３０～１６：３０ 富士市ロゼシアター 

       富士山世界文化遺産を考える講演とシンポジューム ５０名参加 
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7 月 ５日（土）１３：００～１６：３０ 静岡県男女共同参画センター あざれあ 

第１８回静岡県地方自治研所総会 ３０名参加 

７月２３日（水）１８：００～２０：００ 第１８回静岡地方自治研究集会 

第３回実行委員会  自治労連会議室 

７月２６日（土）～２８日（月）仙台市 

                  第５６回自治体学校 in 仙台 静岡県からの参加者 ２７名 

  ８月１７日（日）１３：００～ プラザおおるり（島田市） 

リニア新幹線を考える学習・講演会  ８４名参加 

９月 ９日（火）１８：００～２０：００ 第１８回静岡地方自治研究集会 

第４回実行委員会  県評会議室 

１０月 １日 (水) １８：００～２０：００ 第１８回静岡地方自治研究集会 

第５回実行委員会  県評会議室 

１２月１５日 (月) １８：００～２０：００ 第１８回静岡地方自治研究集会 

第６回実行委員会  県評会議室 

    ３月１９日 (木) １８：００～２０：００  第１回理事会      自治労連会議室 
   ４月２２日 (水) １８：００～２０：００  事務局会議       自治労連会議室 
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Ⅱ ２０１５度  事業・活動方針 

１、研究・事業活動 

１) 地方自治体に関係する研究・学習会・セミナー等を開催します。 

・２０１５年度は、一斉地方選挙(静岡県会議員選挙 市町議員選挙)が行われました 

が、引き続き静岡県政や市政、町政の問題点や政策についての研究を行います。 

また、理事の皆さんの専門性を活かした研究活動を強めます。 

・リニア中央新幹線問題について、引き続き、影響を受ける地域・住民と共同で、検証・

研究していきます。また、現地調査や関係する他県との交流を深めます。 

また、「富士山世界遺産」についても今後、政策提案をめざして、引き続き協議します。 

・国民健康保険都道府県化が決められようとしているが、２０１８年度にむけて「都道

府県国民健康保険運営方針」の策定が義務づけられることになります。都道府県化で

国保料はどうなるのか、どのような課題が出てくるか、問題点や政策的課題について

研究をすすめます。２０１５年度の重点課題の一つとして取り組みます。案として以

下提案します。 

 第１回  ９月 国民健康保険の現状と国の方針 講師:長友薫輝（三重短期大学） 

 第２回 １０月 各市町の実態と対応策（東、中、西の自治体からの報告） 

 第３回 １１月 静岡県の方針と対応（静岡県国民健康保険課に依頼） 

 第４回 １２月 国民健康保険の県移管に対する提言（まとめ） 

・国保の県移管とともに、医療介護総合推進法と「新公立病院改革ガイドライン」によ

って医師不足を理由に病院の統廃合が進むことが予想され、地域医療を守る取り組み

の強化など保育の問題も含めた医療介護福祉の分野での自治体の動向を把握し住民の

立場からの研究と対応が求められます。 

・指定管理者制度は、「公の施設のより効果的・効率的な管理をおこなうため、その管理

に民間の能力を活用するとともに、その適正な管理を確保する仕組みを整備し、住民

サービスの向上や経費の節減を図ることを目的に導入されましたが、県としても公契

約条例の検討を言及している中、より良い住民サービスの確保、適正な賃金・労働条

件を実現させるための提言づくりと自治体へ改善を求める活動をすすめます。 

・地域経済の再生にむけて地域の実態、地域の具体的な変化を把握することに務め、プ

ロジェクトで自治体支援策など研究をすすめます。 

・各地域における地方自治の研究活動を支援し、援助します。 

２）第１９回静岡地方自治研究集会を住民団体と共に開催します。 

日時  ９月２６日（土）１０：００～１６：３０ 

場所 静岡労政会館会議室・ＡＬＷＦロッキーセンター 静岡市葵区黒金町 

内容 記念講演と分科会・講座 

   ３）所報の発行 最低年３回(８月、１１月、４月)の発行を目指します。 

      投稿の促進を図ります。そのために早目に次に発行を予定する所報の重点ポイントを 

お知らせし原稿を寄せてもらうように工夫します。 

４）共同・交流の促進 

    ・ 静岡自治労連加盟単組・自治研推進委員との共同を強めます。 

・ 自治体問題研究所と地方自治研究機構との共同を強めます。 

「住民と自治」、「自治と分権」の読者拡大を図り、自治体学校、自治体セミナーへ
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参加します。 
・県内市民・住民団体との共同や講師の紹介・派遣を行います。 

   ５）来年度第２０回目を迎えますが、記念すべき２０周年目にふさわしい事業について検討・

準備をすすめます。 

 ２、理事会・事務局体制の充実、組織の拡大・強化 

  １） 理事会は、年４回開催します。(９月、１２月、２月、５月) なお、理事の補強と体

制強化のため、研究者と各種団体への働きを強めます。また、理事会への出席率を高め、

事務局体制の強化も図ります。 

   ２)  会員の拡大 現在、団体会員１２ 個人会員９７人（２０１４年５月３１日現在）です

が、会費の長期未納と会員の退会傾向が見受けられます。そのため、引き続き団体会員・

個人会員への加入の働きと強め、団体会員１５ 個人会員１１０人を目指します。 

      特に、第１９回静岡地方自治研究集会の実行委員会参加団体で、加入していない団体

（民商、生健会、新婦人等）への働きかけを強めます。また、個人会員も、それぞれの

参加者や市議会・町議会議員への働きかけと、自治体労働者の会員拡大を強めます。 

   ３） 会費の納入  １００％納入をめざします。又、過年度の未納者については、所報送付と

共に依頼します。なお、長年未納の会員については、引き続き会員として継続の有無を

調査し、納入の意思がない場合は、退会とします。 
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